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序章 情報政策課解体論と現場の迷走

奈良市役所の職員である筆者は2005年 に情報政

策課１）に配属され、現在まで5年 間にわたって勤

務 して きた。主な職務は汎用機2）システムの運用

であ り、住民記録、選挙、健診 ・予防接種、介護

保険などさまざまな業務システムを運用すること

で、それぞれの桑務を所管 している各課(以 下 「業

務部門」という)の 支援を行ってきた。配属当初、

1)奈 良市の情報政策課は電子計箕課として設置され、

情報管理課、そ して情報政策課に改称 してきた。

課名の変更の歴史は、奈良市における自治体のIT

部門の役割の変遷を表 しているともいえる。なお、

この論文においては 「情報政策課」の表記で統一

する。

2)企 業や行政の基幹 システムに用い られている大型

のコンピュータのことを指す。

筆者はこうしたシステムを運用するための情報技

術(以 下 「IT3）」とする)に 関わる専門的な知識

を習得 してお らず、一週 間ほ どの職場外研 修 と

OJTに よって、不完全ながらも業務 システムを運

用するための知識を身につけ、職務 を担当して き

た。

さて、筆者が所属 している自治体は住民に対 し

て一定のサービス(以 下 「住民サービス」とする)

を提供することを役割としているが、それらの住

民サービスは業務部門によって担われている。一

方、自治体の総務部門の役割は、住民サービスを

直接提供することではなく、住民サー ビスを提供

する業務部門の職員が円滑に役割 を果たせるよう

にサポー トすることである。自治体のIT部 門4）も

業務部門に対 してITシ ステムを提供 して業務の効

率化を図るとともに、住民サー ビスの質を向上 さ

せることを役割としてお り、IT部 門の役割は非常

に重要といえる5）。

しかし、筆者の経験か ら感 じるところでは奈良

市役所において情報政策課が肯定的に評価されて

3)近 年 は 自治体 の 情 報 シ ステ ム にお い てICT

(lnfbmationCommunicationTec㎞010gy:情 報

通信技術)と いう用語が使われるようになってい

るが、本詮文では従来か ら使われているITと い

う用語を用いて議論を行う。その理由としては、

ICTと い う言葉が一般化していないこと。そして、

ICTは イ ンターネットをはじめとしてコミュニケ
ーションに重点を置いた用語であ り、本論文で議

論を行う業務 システムは、コミュニケーションよ

りも事務の効率化に重点を置いていると考えるた

めである。

4)本 論文において、自治体の情報 システムの運用や

情報化政策の実施を統括的に担当している部局の

ことを 「IT部門」と総称する。

5)も ちろんIT部 門が直接的に住民サー ビスを担う

こともある。「奈良市行政組織規則 第14条 の2」

において、情報政策課の所掌事務の一つとして地

域情報化の推進に関することが挙げ られている。
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いるとは言い難い。第1章 の 「自治体ITシ ステム

の歴史的な発展」において後述するが、奈良市の

情報政策課はもともと汎用機の業務 システムを開

発し、運用する組織 として成立 した。 しかし、汎

用機以外の業務システムについて情報政策課は基

本的に関与 しないこととな り、また汎用機を利用

するシステムであって もオープン利用6)と して業

務部門に運用 を任せるシステムも現れた。その結

果、業務部門が独 自にシステムを導入したために、

市役所内の業務システムが乱立 して導入 ・運用に

ついて一元的な把握がで きなくなった。 また、も

ともと情報政策課が担当 しているはずの汎用機の

システムについて も、業務部門のニーズに十分に

応 え切れていない状況に陥っている。こうした背

景のもとで 「情報政策課は市役所のITシ ステム全

体のことを考えていない」「自らの役割を果たさな

い情報政策課は解体 した方がいい」などと辛 らつ

な意見を業務部門の職員に言われたこともある。

これは、 日常的に業務部門の職員 と接 して業務を

支援する立場の筆者にとっては非常につ らい経験

であった。

しか し、IT部 門と業務部門の関係を住民と自治

体の関係 に置 き換えて考えてみれば、ある業務部

門が実施 している事業が十分に住民ニーズに応え

ていなければ、住民か らその事業や業務部門に対

して存在意義を問う声が出てくるのは当然のこと

といえる。業務部門が向き合っている住民に対 し

て、可能な限 り満足のい く住民サービスを提供す

べ きである(サ ービスの実現が不可能であれば説

明責任 を果たす必要がある)よ うに、IT部 門は業

務部門に対 して可能な限 り業務 をサポー トしてい

くべ きなのだ。

ただし、自治体がITの システムを利用 して住民

サービスを提供 してい くプロセスにおいて、IT部

門だけに問題があるわけではない。筆者が業務の

上で実際に経験 したことだが、ある業務部門か ら

新たな帳票 を作成して印刷する業務の依頼を受け

た。当初の協議の結果をふまえて仕様を確定 して

プログラムを作成し、帳票のテス トプリン トまで

完成させたところ、急きょ業務部門の側から帳票

6)オ ープン利用 とは、業務部門が虫体 となって汎川

機を利用する形態である。
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の作成条件 を変更することが求め られたため、帳

票作成期限の前 日になって慌ててシステムを再設

計する事態に陥った。

これは極端な事例ではない。後述する第2章 「IT

部門か ら見た問題点」において も、業務部門が業

務を進めてい くプロセスや制度の細かい内容が分

からないため、業務の内容をIT部 門に質問して く

るような本末転倒の事態が発生 していることが報

告されている。業務部門は住民サービスを実際に

提供する自治体の根幹たる組織のはずである。そ

の業務部門が自らの業務の内容を分からなくなっ

ている。あるいは、業務の進め方が非効率的であ

るために、 自治体の人的 ・財政的資源を浪費 して

いる現状がある。

このように、自治体のITシ ステムを利用 して住

民サービスを提供 してい く上で、IT部 門と業務部

門がそれぞれに問題を抱えている。本論文は、IT

システムを運用 して業務部門を支援する現場を持

つ筆者が、業務部門が住民サービスを向上 させ、

業務を効率的に処理で きるようにするために、IT

部門が どのような役割 を果たすべ きなのか。現場

から抽出した問題点を分析 し、その解決の糸口を

探ろうとするものである。

なお、本論文においては、奈良市の現状や問題

点をベースに議論 を進めていくが、後述する通 り

奈良市の情報化の歩みが他の 自治体 と共通 してい

るところが多いこともあ り、奈良市における現状

や問題点は、さまざまな自治体において該当する

と考えるものである。

第1章 自治体ITシ ステムの概要

第1節 自治体ITシ ステムの分類

自治体のITシ ステムは業務を効率化し、住民サ
ービスの向上のために不可欠なものとなっている。

しか し、自治体のITシ ステムは非常に多岐にわた

っていて全てのシステムについて一律に論 じるこ

とは難 しいため、この論文で対象 とするシステム

を明確にする必要がある。そこで、山口・草瀬(2005)

の分類を参考にしつつ、それぞれのシステムを利

用するユーザーについて考察 したい。

山口 ・草瀬は、自治体のITシ ステムにおける地



域情報システム、住民情報システム、行政内部管

理情報システム、電子窓ロシステムを、図1の よ

うに分類 している7)。

図1自 治体ITシ ステムの分類

地域情報システムは、住民が直接ユーザー とな

るシステムである。住民が行政から情報を入手す

るホームペー ジが代表的であるが、図書館や公民

館の利用者に向けた情報 システムや、住民同士の

交流、情報交換を促す市民参加支援システムの取

り組み も進められている。例えば、三鷹市では基

本計画の策定のために設立された 「みたか市民プ

ラン21会 議」における議論や情報を共有するため

に、市民会議のホームページや電子市民会議室が

開設されている8） このようなシステムの第一のユ
ーザーは住民であ り、当然のことながら住民にと

って使いやすいシステムを構築す る必要がある。

しか し、住民に提供する情報の更新は業務部門に

よって行われることもあ り、業務部門の職員に と

って も利用 しやすいシステムであることが求め ら

7)山 口直人 ・草瀬美緒(2005)「 電子自治体推進の現

状と課題～新潟県における自治体調査及び住民調

査の分析」「新潟国際情報大学情報文化学部紀要」

Vo1.8,pp.243よ り一部抜粋 して作成 した。

8)島 田達巳編(2001)r情 蝦技術を生かす自治体戦略
一麗子政府に向けて」,p254・p255

れている。

住民情報システムは、業務部門の職員が直接ユ
ーザーとなり、住民に対 してサービスを提供する

際に利用されているシステムである。住民記録、

税をは じめ、国民健康保険、介護保険など様 々な

業務において活用されている9）。例えば、窓口に住

民がサービスを求めて来た場合、住民の情報 を参

照 して提供するサービスの要件に該当するかどう

か確認し、要件を満た していれば届出を受理 して

データを入力 し、それに伴う公文書の発行などを

行 う。 こうしたプロセスにおいて情報の検索や入

力が容易なシステムであれば、職員の業務の軽減

になると同時に窓口における住民の利便性の向上

にもつながる。このように、住民情報 システムは

業務部門の職員にとって利用 しやすいシステムで

あることが重要である。

行政内部管理情報システムは、職員がユーザー

とな り、財務会計や給与処理、財産管理など自治

体内部の情報を管理するために利用 されるシステ

ムである。特に財務会計や給与のシステムにおい

ては、業務部門の職員が入力 した情報を財政課 ・

人事課など総務部門の職員が集約 して利用する形

態がとられる。このシステムは住民に とって直接

的な関係はない１０）が、事務の効率化 を図ることに

より事務に必要な時間や人員を削減することで、

間接的に住民サービスの向上を図るために導入さ

れるものである１１）。

電子窓ロシステムは、自治体が申請や届出等手

9)奈 良市では、32の 業務において汎用機のシステム

が活用されてお り、その多 くが住民情報システム

である。

奈良市議会事務局(2007)「 平成19年 度市政概

要』,p42

なお、汎用機以外に各業務部門で導入 したシス

テムを活用している業務も多い。

10)た だ し、文書管理のシステムが住民に対する情報

公開に活用されることもあ り、全 く無関係 とも言

い切れない。

11)例 えば、r練 馬区電子区役所推進計画」においては

「1内 部管理事務のシステム化(中 略)行 政内部

で一般的に行われている事務処理(文 書管理、財

務会計、出退勤管理、給与 ・旅費事務等)の シス

テム化を進め、事務処理の効率化を図るとともに、

コストと人員の削減を行います。」とされている。

http:〃www.cit酔nerima.tokyojpljo_kanl

kaiteシ30sikkou.htm1(2009年1月5日 閲覧)
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続を電子化するための システムであ り、地域情報

システム ・住民情報 システムと住民をつなぐ接点

であると考えられる。このシステムの 目的は①住

民や企業が窓口に出向 く手間を省 くなどの住民サ

ービスの向上、②情報の共有やアクセスを容易 と

する自治体の業務改革などであり12)、その意味で手

続を行う住民や企業と、集約されたデータを活用

する業務部門の職員がともにユーザーであるとい

える。

山口 ・草瀬は利用する目的に即 してシステムを

分類 しているが、それぞれのシステムにおいて業

務部門の職員がユーザーとして関わっていること

がうかがえる。業務部門の職員が自治体ITシ ステ

ムの主なユーザーであることや、筆者が業務部門

を支援するシステムを運用 していることか ら、こ

の論文においては職員が業務を進めていく上で活

用す る住民情報システムや行政内部管理情報シス

テム(以 下、これらのシステムを 「業務システム」

と総称 したい)を 中心に議論 を進めていきたい。

第2節 自治体ITシ ステムの歴史的な発展

自治体のITシ ステムは全国で一律に導入された

ものではなく、またすべてのITシ ステムが一斉に

導入 されている訳で もない。そのため、 自治体に

おいては、導入時期や導入主体、 または技術段 階

の異なるITシ ステムが混在 しているのが現状であ

る。そのため、 自治体ITシ ステムの問題点を考え

るためには、それぞれのシステムの歴史的な発展

段階を振 り返るとともに、その特色について考察

してお く必要がある。

島田 ・津田(2007)は 、企業 と行政における情

報システムの変遷について、ITの 発展段階の特徴

を踏 まえた上で 「汎用機時代(1950年 代か ら70

年代後半)」、「パ ソコ ン時代(1970年 代後半から

90年 代後半)」、「インターネット時代(1990年 代

後半か ら2010年 代前半)」、「ユ ビキタスネット時

代(2010年 代前半か ら)」の4つ の時代に区分 し

ている13)。

12)御 園慎一郎・高島史郎 ・北村崇史・塚原光良(2006)

r電子 自治体一その歩みと未来一」 日本法令.p98-

102

13)島 田達巳 ・津田博(2007)「 日本における組織の情

報システム変遷～企業と行政～」『日本情報経営学
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また、榎並(2000)、 は、事務の合理化 を目的 と

した時代(1960年 代か ら70年 代)、 事務処理その

もの を内部化 した時代(1980年 代)、 社会のあ ら

ゆる局面で組織その ものとしてコンピュータが活

動 している時代(1990年 代)の3つ の時代に区分

している14)。

このような議論を踏 まえて、本論文においては、

自治体がITシ ステムを導入する上での主体に注 目

するとともに、奈良市における情報化の歴史を念

頭に置きながら自治体のITシ ステムの発展段階に

ついて4つ の段階に分類して考える。

(1)汎 用機による定型処理の時代

もともと自治体がITシ ステムを導入 した経緯

は、従来は職員が紙台帳で行っていた業務 を電算

化することで、人口増や福祉サービスの充実など

に伴 う事務量の増加に対応 しようとしたことであ

る。例えば、かつての課税業務 を考えた場合、税

額の計算や納税通知書の作成、郵送のあて名害 き

などをすべて職員の手作業で行っていた。筆者が

かつて上司に聞いた話では、税業務では仕事の繁

忙期には他部局から多 くの職員を動員 して人海戦

術で対応していたということである。

こうした事務を効率化するために、汎用機が導

入され大量の定型的なデータ処理15)を 行 うEDP

(Electronic　Data　Processing:電 子データ処理)シ

ステム１6)が導入 された。大量の計算や印刷などの

電算化は、いわば 「紙 と鉛筆 とソロバ ン」の世界

からの脱却であ り、「単純な計算や宛て名書きをコ

ンピュータが代行 し、人の労力 を大幅に省 くとい

うことに意味があった１７）」といえる。

自治体 にお ける情報化 の歴 史 を振 り返る と、

1960年 に自治体で初めて大阪市でコンピュータが

導入され、つづいて1961年 には京都市において導

入、1981年 には特別区を含むすべての市が コンビ

会誌」VbL28,No1,p57

14)榎 並 利博(2000>『 自治体のIT革 命』東洋経済新

報社,p47-48

15)こ の ような処理のことを 「バ ッチ処理」 という。

16)細 野公男 ・中嶋聞多 ・浦昭二編(2003)「 情 報社会

を理解するためのキーワー ド2』培風館,p87

17)前 掲注14),p42-43



ユー タの利用団体 となったとされる18)。奈良市にお

いて も1969年 に電子計算組織榔入計画について検

討が開始され、1973年 より電子計算機の稼働が開

始 されている。当初の業務は、市県民税 ・軽 自動

車税 ・国民健康保険料であ り、続いて人事給与 ・

年金、固定資産税、下水道についても業務が開始

されている19}。これらは事務量が多い一方で、住民

に対する課税や料金の徴収、あるいは職員の給与

の計算など複雑な計算を必要とする業務であった。

なお、これ らの業務を電算化 したことが住民サー

ビスの向上に直接的に結 びついたわけではないこ

とに留意する必要がある20）。

この時代にITシ ステムを導入 したのが比較的大

規模な自治体であったこともあ り、IT部 門の職員

が開発を行 うケースも見 られた。1980年 代ではあ

るが、武蔵野市のように 「電子計算課内にシステ

ム開発室 を設け、そこにメーカー側のシステムエ

ンジニアを常駐 させて、職員とともにシステム開

発を行わせた2１）」例がある。奈良市において もIT

部門の職員が業務部門と協議 しながらシステムの

自主開発を行ってきた22）。

(2)汎 用機 を利用するオンライン処理の時代

1980年 代、漢字を含む日本語処理技術とデータ

ベース技術が普及するIT技 術の革新が進展 したこ

とで、汎用機においてもシステムの在 り方が大 き

く変わることになった。 日本語処理技術が進展 し

たことで住民にサービスを行 う上で最 も基本的な

台帳である住民基本台帳を日本語で処理すること

が可能となった。なお、こうした技術的な背景 に

加えて1985年 に住民基本台帳法が改正 されて磁気

18)島 田達巳 ・津田博(2007)「 日本における組織の情

報システム変遷～企業 と行政～」『日本情報経営学

会誌」Vb1.28,No1,p61

19)奈 良市議会事務局(1994)r平 成6年 度市政概要』.

p50。51
20)も ちろん、課税計算の誤りが減ることで税額更正

に関わる住民の申請が減少するなどの効果はあっ

たであろうが、それによって直接的に住民サービ

スが向上 したわけではない。

21)西 尾勝編著(1989)「 自治体の情報政策』学陽書房,

P87
22)簸 者 は業務でプログラムを修正することもあるが、

古いプログラムの中には当時の職員の名前が作成

者として残 されているものも多い。

媒体物 を原本 とすることが認め られるなど法的な

基盤の整備も進められている23）。

また、デー タベース技術の発展によって 「通信

回線などを通 じて端末か ら送られて きたデー タを

直接コンピュータで処理する方式24）」であるオンラ

インシステムを利用することが可能 となり、回線

で結ばれた端末か ら情報の参照や更新を行うこと

ができるようになった。端末さえあれば従来は紙

の台帳で管理 していた住民の情報を容易に閲覧 し、

届出などに伴って更新することが可能 となったの

である。その結果、住民の窓口における待ち時間

が減るなど、住民サービスの向上に直接つながる

ことになった。

このように事務処理が効率化する一方で、「職員

の作業が楽になる一方、事務の手続 き、処理方法、

ノウハウがプログラムとして次々とコンピュータ

の中に蓄積され 列 たために、業務部門が自らの業

務の詳細を理解 しな くても処理できるようになっ

ていった。

なお、オ ンラインシステムは定型処理 よりも高

度な技術が必要 となるため、IT企 業が主体となっ

て開発 したシステムを導入するようになっていっ

た。それに加 えて、オンラインシステムは住民窓

口と密接に関わることから業務時間において安定

的に稼働 している26）必要がある。そのため、IT企

業のSEを 常駐 させて運用の支援や、 トラブル発

生時の対応 をさせ るようになった。この ように、

システムに対するIT企 業の関与が深まったといえ

る。

また、この時代か ら各業務部門においてもパ ソ

コンや ワー プ ロが 導入 され始 め た。 いわ ゆる

0.Ａ.化である。当時はパソコン自体の価格も高 く、

汎用機の端末 として開発されたためにパソコン単

23)稲 葉清毅(1999)「 情報化による行政革命」 ぎょう

せい,p41

24)安 藤明之(2004)「 情 報システムとネットワーク』

工学図轡株式会社.p24

25)前 掲注14).p43

26)奈 良市役所の電源のブ レーカーが落ちたため汎用

機も稼働ができなくなり、オンラインシステムを

停止させたことがある。住民票を発行できな くな

るなど問題が発生 し、業務部門の職員は窓口の対

応に追われた。

「読売新聞奈良版2008年2月19日 」
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体 としての利用は進まなかった27)が 、1990年 代の

パソコンの普及の萌芽としてみることができる。

奈良市においては、1987年 より 「住民記録漢字

オンライン即時処理システム」、1991年 より 「財

務会計 オンライ ンシステム執行系 ・予算編成系」

がそれぞれ稼働 している。 これらのシステムは、

IT企 業が構築 した汎用機におけるパ ッケージソフ

トを購入 したものである。なお、0.A.化 について

も1983年 には 「奈良市ワー ド・プロセッサ及びパ

ーソナル ・コンピュータ等専門部会設置要綱」が

制定されている28)。

(3)パ ソコンを利用するクライアン ト/サ ーバ シ

ステム29)の 時代

1990年 代になると低価格なパソコンが普及 した

こともあ り、業務部門ごとにクライアント/サ ー

バシステム(以 下、「C1Sシ ステム」 という)を 導

入する取 り組みが進められた。 自治体の業務にお

けるCISシ ステムは、業務部門ごとにデータの集

積などを行う専用のサーバを設置 し、業務部門内

の職員が利用 しやすいように複数の端末から情報

の参照や更新ができるようにしたものである。CIS

システムはIT企 業によって開発が行われ、一般に

汎用機と比較 して柔軟な運用が可能であるとされ

ている。また、複数の自治体が利用できるように

各 自治体の業務に共通するプロセスをパ ッケージ

にしてシステム化 し、「業務ノウハウの蓄積に努め

てきた」ことから、「成熟したシステム30)」となっ

ている。

もちろん、CISシ ステムであって も業務に対応

しきれていない面や、汎用機に比べてハー ドウェ

アとしてのサーバが不安定であるなどの問題点が

ある。 また、自治体が汎用機で構築 してきた業務

システムや資産は莫大であったため、パソコンが

27)上 村 章文(2002)『 自治体職員のためのIT指 南』

ぎょうせい,P7

28)奈 良rl∫議会事務局(1994)『 平成6年 度市政概要』,

P51
29)ク ライアント/サ ーバシステム(C'Sシ ステム)は 、

特定の機能を持ったサーバ とLAN(LocalArea

Net。work)で 結合された多数のパソコンからなる

システムのことを指す。前掲注16),p88

30)榎 並利博(2003)『 電子自治体 ・実践の手引き』学

陽香房,p142
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普及したことで汎用機の全システムがC/Sシ ステ

ムに移行 したわけではな く、2つ のシステムが併

用 されるようになった。業務部門がそれぞれC/S

システムを導入 したことで、重複 したデータが存

在 した り、多様な端末導入によりサポー ト費用が

増大 した りするなどの問題が発生 している31)。

奈良市では、児童手当 ・保育所 ・医療手当など

の業務においてC/Sシ ステムが導入 されている。

一方で住民記録のシステムなどは汎用機で運用 さ

れているため、住記情報については汎用機で作成

したデータをCISシ ステムと連携させている。 ま

た、情報政策課は現在に至 るまで業務部門のC/S

システムの導入については基本的に関与 しないと

いう姿勢をとることになった。このような決定を

した理由について推測するのならば、汎用機以外

に所管するシステムを増や した くなかった情報政

策課 と、業務 システムにおいて情報政策課の輻 を

脱 して自由に利用することを望んだ業務部門 との

問で暗黙の合意があったのか もしれない。なお、

この問題は全国の自治体に少なか らず共通 してみ

られることである。

(4)ネ ットワークを利用するシステムの時代

2000年 代以降になると、自治体のホームページ

による情報発信 をはじめ、汎用受付 システムなど

インターネットを利用 した自治体のシステムが導

入されるようになった。 また、市役所内部におい

ても職員にパソコンが普及 し、 ファイルの共有や

情報交換を行うための情報系ネッ トワークが整備

されている。奈良市においても2002年 に情報系ネ

ットワークの整備を完了するとともに、2005年 に

「電子申請汎用受付 システム」を構築 し、運用を開

始 している32)。

一方、自治体の業務 システムについては自治体

クラウ ドという新 しい考え方が登場 した。クラウ

ド・コンピューテ ィングは 「データセ ンターにあ

る 『コンピュータ資源』に、ユーザーが インター

ネット経由でアクセスする利用 ・処理形態のこと」

31)美 馬正司(2003)『 自治体ITガ バ ナンスー 「情報化」

から 「進化情報化」へ一』ぎょうせい,p84

32)奈 良市議会事務局(2007)r平 成19年 度市政概要』,

P42



であ り、「ユーザーはコンピュータ資源の物理的な

場所や構成を意識することな く、必要な機能だけ

を利用でき」るものである。ユーザーのメリット

として 「自前でコンピュー タ資源を購入 ・調達 し

た り運用 したりする手間とコス トか ら解放される」

ことがあげられる33)。例えば、グーグルなどが提供

しているWEBの メールシステムを利用するにあ

たっては、ユーザーは従来のメール閲覧ソフ トの

ように自分のパ ソコンにソフ トウェアを導入する

必要はない。 もともと、クラウ ド・コンピューテ

ィングはアマゾンやグーグルのように個人のユー

ザーに向けたシステムであったが、その考え方を

用いて複数の市町村 で1つ の業務システムを構築

して共同で運用 しようとするのが 自治体クラウ ド

である。

従来の汎用機 システムやC/Sシ ステムは、形態

に違いはあって も、自治体の業務 システムやデー

タが、それぞれの 自治体内に存在 している点で共

通 していた。 自治体 クラウ ドは、業務システムや

データを自治体の外 に出 して市町村が共同で運営

するデー タセンターに置 く意味で、自治体の従来

の業務 システムの考え方からの大きな転換である

といえよう。2009年8月 には自治体 クラウ ド開発

実証事業の委託に関する開発実証団体が決定卸 さ

れてお り、自治体クラウ ドの取 り組みがこれから

進められてい くものと思われる。

以上のように自治体ITシ ステムの歴史的な発展

を簡単に振 り返ってみた。汎用機によるシステム

集中の時代か らC/Sシ ステムによるシステム分散

の時代を経て、現在はクラウ ドによるシステム統

合の時代 を視野に入れようとしているとい う状況

であろう。また、システムの導入や運用の主体 に

ついては、自治体のIT部 門からIT企 業や業務部

門へ移行 し、そして将来的には自治体の枠組みを

超えようとしている。ただ し、時代が変わるごと

にそれぞれのシステムが切 り替わってきたのでは

なく、現在においても多 くの自治体 において(1)

から(3)の システムが併存 しているというのが現

状を表 したものが、下記の図2で ある。

年代 導入されたシステム 技術的な背景

1970年 代 汎用機 汎用機の業務への活用

バッチ処理
一 一一 一一 〇-o-一 一 一一 一一 一一 一一 一一 一一 一一 ●一 一一 一一 ●一 ●一 ■一 卿一 一一 一一 一 一一 一一 一一 一一 ●一 一一 一一 ●一 一一

1980年 代
汎用機

オンライン処理

データベース技術の発展

日本語処理技術
一 一一 一一 一一 一一 〇-o 一 一一 一一 一一 〇一 一 ●一 ●一 ●一 ●一 一一 一一 ●一 ●一 ●一 ●一 ,一 騨一 一一 ■一 ■-6-一 一 一一 ・一 鱒口

1990年 代 パソコンの普及
C/Sシ ステム

インターネットの普及
一 ■一 一一 一一 ●-o一 騨 一 一一 一_一_一__一 一 騨■一 ■一 ■一 一一 一一 一一 一一 一一 一一 ●一 ●一 ●一 ●一 ●一 ●一 騨一 一一 一一 卿一

2000年 代 以降 ネットワー ク ネットワーク技術の発展

、ノ 、'、 ,利 用のζステム

図2自 治体ITシ ステムの変遷(筆 者作成)

33)ク ラ ウ ド ・コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グに 関 して は、 「ヒ1経

BPガ バ メ ン トテ ク ノ ロ ジ ー2008年 秋 号 」 日経

BP社.p180を 参 考 に した。

34)総 務 省 「自 治 体 ク ラ ウ ド開 発 実 証 事 業 の 委 託 に 関

す る 開 発 実 証 団 体 の 決 定 」

http:〃www.soumu.go.jplmenu_newsl

s・news/02gyoseiO冗0㎜1ahtm1(2010年1月5

日閲 覧)
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第3節 自治体ITシ ステムのライフサイクル

ITシ ステムの構築 ・運営には、 システムの 「計

画」、「開発」、「運用 ・保守」などのプロセスから

なるライフサイクルがある謝。汎用機 システム・C/

Sシ ステムをは じめ とする自治体のITシ ステムは、

共にこのプロセスを経て システムが構築されてい

くため、この節でそれぞれのプロセスについて簡

単に説明したい。

業務部門におけるITシ ステム導入の計画は、IT

化対象領域の業務プロセスを図式化することから

始まる。現在は手作業で行っている業務をIT化 す

ることもあれば、既存のITシ ステムを新 しく入れ

替えることもある。いずれに しても、業務部門の

要望をすべて反映すれば良いというものではない。

業務部門は業務について 「手間がかかるので自動

化したい」 と考えがちだが、「人間にとって手間が

かかる内容は、機械が行う上で も手間がかかる」謝

ため、いわゆる 「手間がかかる」業務 をシステム

化することでコス トやリスクが高まる謝。IT化 の

メリットとコス トや リスクを比較 して、どこまで

IT化 してどこまで職員が行うのか、IT化 する領域

を見極めて明確に定義することが必要となる。 し

かし、実際には自治体のITシ ステム開発について

は 「パ ッケージ利用のため、詳細 な仕様を作成 し

ない」ことが指摘 されている38)。また、IT調 達に

おいてIT企 業 と随意契約することによる弊害を指

摘する考えがある39)こ とから、「情報システムにか

35)梅 田 茂樹 ・松本巌(2000)「 研 究会報告(1)。 情

報システムライフサイクル研究会 一」『プロジェク

トマネジメント学会2000年 度春季研究発表大会予

稿集」,p216

36)玉 川義人(2006)r実 践!ITガ バ ナンス/IT統

制ITサ ービスマネジメントとIT部 門再生」,公

人社p54

37)華 者 は業務部門から例外的なデータに対する省力

化の要望を受けて汎用機 システムの一部を修正 し

たことがあるが、職員によるチェックが疎かにな

ったためエラーデータの発見が遅れた経験がある。

38)阿 部健一 ・中村匡秀 ・松本健一(2003)「 自治体の

情報 システム導入における要求仕様の定義とテス

トの重要性認識」『社団法人情報処理学会研究報告.

ソフトウェア工学研究会報告」2003(73).p13

39)津 田博 ・島田達巳(2008)「 自治体における公共工

事調達とIT調 達の比較による政策的一考察」r経

済情報研究」2008,VoL16,No1,p24
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かる政府調達の基本方針40)」においてRFP41)や 総

合評価落札方式の活用が示されている。 しか し、

高度な専門性を要求するRFPを 作成する人的資源

が不足 していることから自治体のITシ ステム調達

にRFPを 用いることの有効性について疑念を呈す

る考え方もある42)。

このような 「計画」のプロセスで確定 した仕様

に基づいて、システムの 「開発」が進められてい く。

開発はオーダーメイ ドでシステムを一か ら作 る場

合と市販のパ ッケージシステムを導入する場合が

あり、オーダーメイ ドについてもIT部 門が開発す

るケースとIT企 業が開発するケースがある43)。ま

た、開発ではプログラムの作成などもさることな

がら、総合テス トと運用テス トが重要となる。総

合テス トは 「要求仕様に沿ったシステム機能が正

しく問題なく実行されるかを確認する44)」ものであ

り、運用テス トは 「実運用のための準備、最終確

認をする機会」で、業務部門に対する 「リハーサル、

教育の面が強い45)」ものである。総合テス トにおい

ては、新 しく開発された システムが正確 に業務を

反映しているかについて業務部門が判断する必要

がある。またテス トの過程で不具合が発生 した場

合、業務部門とIT企 業の間に立つIT部 門が要求

仕様の明確化 と正確な伝達 において調整 を果たす

ことが求められる46)。

しか し、実際には自治体のITシ ステム開発にお

いて 「テス ト期間中、 もしくは稼働後に変更を行

うことを前提」「正確に動 くのであれば内容は分か

40)総 務省(2007)「 情報システムに係る政府調達の基

本方針」

http:〃ww毘soumu.gojplmain_808ikygyoukan/

kanri/pdρ070301」.pdf(2010年1月6日 閲覧)

41)RFP(RequestForPmposal:提 案依頼番)は 「我々

が欲 しい情報システムはこういうもの」だという

ことを具体的にIT企 業側に示 して提案を受ける

ものである。

市町村アカデミー監修(2006)r市 町村アカデミ
ー研修叢書vol .5電 子 自治体の情報政策」ぎょう

せい,p45

42)脇 谷 直子(2008)「 電 子自治体構築におけるSoA

の位置づけとIT調 達の課題に関する調査」『経済

科学研究』2008,Vb1。12,Nol,pll3

43)情 報管理研究会(2003)「 情 報管理実務」産能大学

出版部,p74-75

44)前 掲注36),p92

45)前 掲注36),p96

46)前 掲注36),p94



らな くてもか まわない」 という考えがあることが

指摘されている47)。しかし、このような考え方はシ

ステム導入の遅れや システムのブラ ックボックス

化を招 きかねない。汎用機の住民記録システムを

刷新 しようとした青森市が、開発期間の延期を繰

り返した末に一度も利用することな く、開発途中

でシステムを廃棄 した事例 梱 もある。開発におけ

る適切なテス トの実施は非常に重要である。

「計画」・「開発」のプ ロセスを経て導入された

ITシ ステムを実際の業務を行うために活用するこ

とが 「運用」であ り、制度改正やシステムの不具

合に伴ってシステムの修正 ・再構築 をすることが

「保守」のプロセスである。 システムが トラブルを

起こさずに正常に利用 されていれば 「運用 ・保守」

について意識する必要はない。 しか し、ひとたび

システムに問題が発生すればその影響は非常に大

きなものになる49)た め、「運用 ・保守」のプロセス

では トラブルの回避や トラブルが発生 した場合に

正常な状態への回復が大切 となる。

こうした自治体のITシ ステムの運用は、従来は

汎用機 システムにおいてIT部 門が運用のノウハウ

を蓄積 して きたが、前節で述べた通 り、 自治体の

ITシ ステムは汎用機 システムか らパ ッケージシス

テムなど多岐 にわたるようになったことで、IT部

門が対応できなくなっている印)。また、森(2009)

のようにユーザーとIT企 業の"も たれあいの関係閃

に基づ く 「保守契約制度」がIT保 守コス トを莫大

なものとし、ひいてはIT企 業の競争力を奪う結果

47)前 掲 注38).pl3-14な お 、 筆 者 の 同 僚 で あ るIT

部 門 の 職 員 は、 シス テ ム の 正 確 性 を 確 保 す る た め

に は 例 外 的 な デ ー タが 正 常 に動 作 す る検 証 の 重 要

性 を 指 摘 してい た。

48)r日 経BPガ バ メ ン トテ ク ノ ロ ジ ー2006年 春 号 」

日経BP社,p125

49)日 経 コ ン ピ ュー タ の 調べ に よ る と2005年4月 か ら

7月 ま で に 合 併 市 町 村 の3割 で シ ス テ ム 障 害 が 発

生 した 。発 生 した 障 害 は 、誤 っ て 催 告 害 を発 送 す る、

住 民 票 や 証 明 書 が 発 行 で き な くな る と い っ た 内 容

で 住 民 サ ー ビ ス に影 響 が 出 て い る。

http:〃itpro.nikkeibp.cojplmembers1NC/

ITARTICLE!200508081166040ノ(2009年1月7日

閲 覧)

50)日 経BPITシ ス テ ム 運 用 管 理 の フ レー ム ワ ー クで

自治 体ITガ バ ナ ン ス の確 立 を 支援

http:〃itpro.nikkeibp.cojp/govtech/sponsorl

spO602m鼠html(2009年1月7日 閲 覧)

になってい ると非難す る考え方 もある51)。こ う した

背景 の も と、 保守運 用 におけ る フ レーム ワー クと

してITIL52)が 着 目されるよ うになって きている。

この ように、ITシ ステ ムは計 画、開発 、運用 ・

保守 な どのプ ロセス を経 て評価 が行 われ、最 終的

には シス テム が廃 棄 ・再構 築 され る こ と もあ る。

吉 田 ・松 永 ・島 田(2008)は 都 道府 県 の主要 な シ

ステムの ラ イフサ イクルにつ いて、 汎用機 システ

ムは16～19年 、C/Sシ ス テ ムは8年 と計 算 して

い る 紹1。自治体 のITシ ステムを論 じるにあた って

は、 こ う した ライフサ イ クルにつ い て考慮す る こ

とも必要 となるであ ろ う。

第2章 業務部門 とIT部 門の職員か ら

見た自治体ITシ ステムの問題点

第1節 業務部門か ら見た問題点
一業務部門への ヒアリングより一

筆者はITシ ステムを業務に活用している奈良市

の業務部門の職員8人 に対 して個別にヒアリング

を行った。対象とした職員は、それぞれ人事課 ・

市民税課 ・資産税課 ・介護福祉課 ・健康増進課 ・

下水道管理課 ・学務課 ・選挙管理委員会事務局(以

下、本文中でヒアリングの意見を紹介する際には、

それぞれ 【人事】・【市民税】・【資産税】・【介護】・【健

増】・【下水道】・【学務】・【選管】 と略称する)に

所属 している。

質問した内容は、(1)業 務システムの利用状況、

(2)業 務 システムの利便性、(3)業 務システムの

問題点、(4)業 務 システムを運営する主体、(5)

51)森 和 昭(2009)r日 本のITコ ス トはなぜ高いのか?
一経済復活の突破口は保守契約の見直しにあり一」

日経BP企 画.p55

52)ITIL(ITInfrastructureLibra可)と は、1980年

代後半に英国政府機関が制定 したITサ ービスマ

ネジメントプロセスのベス トプラクティス集のこ

とである。ITILに お いては、日常の運用管理に焦

点を当てたサー ビスサポー トや、中長期的な計画

と改善に焦点を当てたサービスデリバリなどにつ

いて、成功事例が収録されている。

前掲36),plO2・122

53)吉 田博一 ・松永公廣 ・島田達巳(2008)「 地方自治

体におけるライフサイクルを取 り入れた情報シス

テ ムのIT投 資 効果 モデ ル」r経 営情 報研 究」

VoL16,No2,p78

法学研究No.12-173一



IT部 門に求める役割の5つ である。それぞれの結

果について要約 して紹介す る。なお、(4)と(5)

については回答内容に重複もあったため一括する。

なお、文面については趣 旨を変えない範囲で錐者

において一部修正 している。

(1)業 務 システムの利用状況

今回 ヒア リングを行った8人 が利用 しているシ

ステムの種類 を大 きく分けると、汎用機の業務シ

ステム、C/Sの 業務システム、汎用機やC/S以 外

に職員が独 自に作成 したエクセルやアクセスで作

成 した簡易な業務 システム(以 下、「手作 りシステ

ム」とする)の3種 類 に分け られる。それぞれの

職員が業務において、3種 類のシステムをどのよ

うに活用 しているかについて大 まかに分類 した も

のが以下の表である。なお、この分類はヒアリン

グを行った職貝の活用状況に基づいてお り、その

業務部門全体の活用状況を示す ものではないこと

に留意する必要がある。

表1業 務部門職員のシステム利用状況(筆 者作成)

システム

業務

汎用機システム C/Sシ ス テム 手作 りシステム

人事 汎用機 ・パソコンの両方で給

与計算 を行 って比較。例外的

なデータについては変更を入

力。

職員の給与情報の登録 ・実績

管理

人事管理に使用する

業務 システム

汎用機 ・パソコンの両方で給

与計算を行って比較。例外的

なデータについては変更 を入

力

市民税 課税計算、収納 ・課税状況の

参照 課税 ・所得証明などの

発行

申告書等課税資料のイメージ

ファイリングシステム

エクセルで過年度の申告書の

作成

資産税 オンライン、バッチによる課

税マスターの修正

納税通知書等の印刷

データの照会

固定資産の評価

汎用機へ入力する資産税デー

タの作成

介護 オンラインに よる情報の入

力 ・照会

納付書等の印刷

なし アクセスによる生活保護の代

理収納

健増 バ ッチによる住記データの参

照

健診通知書の印刷

健診、予防接種のデータ管理 アクセスによる健康診断通知

書の再発行

下水道 受益者負担金の所有者や金額
の確定

納付書賦課台帳などの印刷

領収済納付書による収納管理

なし エクセルによる収納表の作成

学務 バ ッチによる税データの参照

就学通知書 ・健康診断通知晋

の印刷

なし エクセルで学齢簿の入力

選管 選挙人名簿や入場券の印刷 期日前投票照会、入出力 汎用機やパ ッケージから出力

されるデータを利用した検索

や集計
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汎用機のシステムは、バ ッチ処理やオンライン

処理 を利用 して情報 を参照 ・入力ほか、納付書 ・

台帳などの帳票の印刷などに活用 している事例が

多い。C/Sシ ステムを利用 している職員はこのヒ

アリングにおいてはそれほ ど多 くなかったが、汎

用機 と同 じように、業務に必要な情報の入力や参

照に活用しているようである。
一方、【選挙】のように汎用機 システムやC/Sシ

ステムでは処理で きない事務 を行 うために、汎用

機やC/Sシ ステムか ら出力 されるデータを利用 し

て検索や集計を行 う手作 りシステムを利用 してい

る業務 もある。 この ような手作 りシステムの利用

は多 く、今回のヒアリング対象者全員が利用して

いた。これは、汎用機やC/Sシ ステムが業務をカ

バーで きていないことを示す とともに、エクセル

やアクセスの利用が一般化 していることを示すも

のといえよう。 また、【人事】のように給与計算を

行うにあたって、汎用機 とパ ソコンのエクセルに

よるシステムの両方で計算を行 って内容を比較 し

ている事例もある。

(2)業 務システムの利便性

以上のようなさまざまな業務 システムを活用 し

てい く上で利便性を感 じている点について尋ねて

みると、汎用機 システムとパ ッケージシステムで

は利便性について傾向の違いが見られた。

まず、汎用機については 「大量処理や大量印刷

を得意 としていること」を評価する意見があった

【選管1。 「オンラインシステムがあることで必要な

情報をす ぐに検索、閲覧することができる利便性」

【市民税】はC/Sシ ステムにも共通するだろうが、

定型的な処理に関する信頼性の高 さを示すもの と

して 「必要な時期に必要な情報が間違いなく示 さ

れる利便性」【人事】が指摘 されている鮒。 また、「住

民記録や資産税のデー タと連携 しているために申

告番や納付書のデー タに間違いがない」【下水道】

ことのように他の業務 システムとの連携が便利で

あることも評価 されている。一方、もともと手作

54)例 と して 「人事給与の処理において、介護保険加

入職員の40歳 到達時から介護保険料の控除が開始

されるが、システムが自動的に40歳 に到達 した職

員の リス トを作成するため漏れ落ちがないこと」

を挙げている。

業で確認を行っていた事務処理について、最近に

なって汎用機のシステムが構築 されたために事務

量が削減された事例も挙がっている 【学務】。これ

は、システム化 されてお らず、手作業で行ってい

る処理が存在していることを意味している。

C/Sシ ステムについては、汎用機 システムと比

較して利用のしやすさを指摘する意見も目立った。

ここで注 目したいのは、かつてC/Sシ ステムを利

用 していたが現在は汎用機 システムを利用 してい

る職員が 「現在の汎用機 システムは、以前利用 し

ていたC/Sシ ステムと比べて入力等は使いにくい」

としていることであるお}。また、C/Sシ ステムを利

用することで 「住民に対 して固定資産評価の説明

がしやす くなった」【資産税】、「マニュアルさえあ

れば誰がやっても必要な情報がす ぐに取 り出せる」

【選管】、「個人の背景がわかるので家族や地域等を

ふまえた保健サービスが提供できる」【健増】など、

システムとして完成 している点を評価する意見も

あった。

(3)業 務システムの問題点

それでは、業務部門の職員は業務システムに対

してどのような問題点 を感 じているのだろうか。

今回のヒアリングで明 らかにされた問題点のほと

んどが汎用機 システムへの不満である細 が、それ

らの問題を性質別に分類 して紹介していきたい。

①現行の汎用機 システムを運用する上での問題

点

まず、現行の汎用機システムについて、運用す

ること自体に問題が指摘 されている。「サポー ト体

制に問題があるため、予期せぬ トラブルに迅速な

対応ができない」【介護】ことなど運用支援の体制

の問題や 「オンライン処理とバ ッチ処理を同時に

行うと情報の参照が出来なくなることがある」【介

護】など、複数の処理を同時に行 うことが多い汎

55)奈 良 市と月ヶ瀬村 ・都祁村の合併に伴い、合併前

はパ ッケージシステムを利用 していたが、合併後

は奈良市で従来から使われていた汎用機のシステ

ムを利用することになった職員も存在している。

56)情 報 政策課の職員としては非常に耳の痛い結果と

なった。また、このヒアリングをしている中でこ

うした聞き取 りを情報政策課の組織 として行って

ほしいという意見も多く寄せられた。
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用機特有の問題が指摘されている。

また、「運用時間に制限がある」【選挙】、「オン

ラインシステムが19時 までしか仕様できない」【介

護】など、汎用機システムを利用で きる時間に制

限があることの問題が指摘 されている。奈良市で

は汎用機におけるプログラムの実行 ・管理や帳票

の印刷などの操作についてオペ レー ションについ

てIT企 業に委託している。そのため、汎用機の使

用は基本的に平 日の8時 から夜10時 までとなって

いることについて不満があるといえる。

②制度改正に伴って汎用機システムを改修する

ことの問題点

引き続いて指摘されたのが、制度改正 にともな

って現行のシステムを改修することの問題点であ

る。地方 自治体の業務は制度改正に伴って事務の

在 り方が変更することが多 く、事務を支えるシス

テムについても改修が必要 となる。 また、税や保

険料のコンビニ収納を可能にするなど住民サービ

スの向上に対応するためにシステムを改修するこ

ともある。

こうしたことか ら 「税法改正があるごとに、情

報政策課の職員が手作業でシステム変更 をしてい

る」【市民税】、「給料表の改正など給与支給事務の

基礎 となるものに変更が生 じてシステムを変更す

ると、旧基本給の参照が うまくいかずに手計算で

対応 しなければならない場合がある」【人事】 とい

った問題が発生 している。特に汎用機のシステム

は開発 した当初から設計が根本的に変わらないた

め、制度改正があるたびにつぎはぎでシステムを

修正する必要があるなど、制度改正への対応 は深

刻な問題 となっている。

③汎用機システムが業務に対応 しきれていない

問題点

さて、今回のヒアリングで最も多 くの業務部門

か ら挙げ られたシステムに関する問題点は、汎用

機システムが実際の業務に対応 しきれていないた

めに手作業が発生 していることである。指摘 され

た問題点をそれぞれ紹介すると

「汎用機では資産税マスターを3年 分 しか持てな

いために残 りの2年 分は手作業」【資産税】、「過年

度収納に対応 していないので手作業となっている」

【下水道】、「汎用機のシステムが介護保険制度の現

一176一 自治体現場から見た自治体ITシ ステムの展望

状に完全に対応 しておらず、保険料の計算に誤 り

がある場合があるため確認す る時間が必要」【介

護】、「市民税のオンラインシステムは過去3年 分

の課税状況 しか見 られず、それ以前の情報は紙台

帳を参照する必要がある。課税計算 も手作業」 【市

民税】、「無給休暇取得 による給与額の 日割 り計算

など例外的な事象が生 じた際に、 まれに業務 シス

テムでは対応できないことがあ り、エクセルなど

を用いて計算を行 う」【人事】、「現在は学齢簿を紙

台帳の手作業で管理 している。C/Sシ ステムを導

入 したいが財政的な問題から難 しい」【学務】など、

各業務部門から意見が挙げられている。例えば税

システムについて考えてみると、3力 年対応す る

ことを前提に構築 されているシステムを5力 年分

対応にすることは、デー タのボ リュームや管理、

バ ッチ処理やオンライン処理に対応するプログラ

ムの本数など全てを増やす必要があるために現状

では対応が難 しいと思われる。

④C/Sシ ステムの問題点

今回のヒアリングの対象とした業務部門はC/S

システムの利用が少ないこともあり、問題点につ

いてそれほど回答はなかった。その中で 「C/Sシ

ステムを使いやすいようにカスタマイズできない」

「ハー ドウェアについては、古 くなった機械の入れ

替えなど、保守の費用がかかる」【選管】、「ITの

専門的なことについてシステム業者 とユーザー側

でギャップがある」【健増1と いった問題が指摘さ

れている。

(4)IT部 門に求める役割

最後に、業務部門はIT部 門に対 してどのような

役割を求めているのだろうか。 ヒアリングの結果

を集約すると、IT部 門が従来からの汎用機システ

ムを引き続 き運用するとともに、業務部門とIT企

業のコーディネー トを行 うことやITの 観点から業

務部門のエ ンパワメン トを行うことなど新たな役

割が求められていることが指摘されている。

①汎用機の業務システムの運用

汎用機の業務システムは業務部門ではな くIT部

門が引き続いて担当するべ きという意見が多かっ

た。以下、順に紹介すると

「C/Sシ ステムは業務部門が主体 となって運用 し



てい くべ きだが、汎用機 システムは従来通 り情報

政策課が運用すべ き」【選管】、「情報政策課の職員

に対 してはシステムの修正について気軽に頼める」

【学務】、「下水道受益者負担金システムが他の業務

システムのデータを利用 していることもあ り、情

報政策課が各課の業務 システムを取 りまとめてお

く必要はある」【下水道】、「複数の部署が扱うデー

タは情報政策課が管理すべき」【資産税】、「介護保

険システムを含め汎用機の業務システム全般につ

いて運用支援を行ってほしい」【介護】

と各業務部門か ら同様の意見が示 されている。

このなかで 「情報政策課は担当業務のことを知っ

てほしい。業務部門も情報政策課に任せ きるので

はなく、システムの流れを知る必要がある」【選管】

といったように、IT部 門と業務部門の相互理解を

重視する意見 もあった。
一方、「業務システムを扱うためにはその業務に

必要な知識 ・経験が欠かせないため、業務 システ

ムは業務をしている担当課で所有 し運用すべ きで

ある」【人事】というように、実際の業務を行う職

員が業務 システムに関わることに重 きを置 く意見

もある。人事課では人事管理を行うオフコンシス

テムをIT企 業と当初、共同開発していたこともあ

って、 この ような考え方になっているのか もしれ

ない。

なお、市町村で共同の システムを持つことにつ

いては 「選挙の事務は市町村によって基本的に変

わらないため、共同の システムを持つことも可能」

【選管】 といった肯定的な意見 もあったが、「広域

的に取 り組む必要がある業務においては市町村共

同システムも必要か と思うが、市町村規模や特性

も違 うか と思うので運用は各市町村が行 うのが効

率的ではないか?」 【市民税】 のように、懐疑的な

意見もあった。市町村で共同のシステムを構築す

ることについては、第3章 の事例紹介で取 り上げ

て考察 してみることとする。

②業務部門と皿 企業のコーデ ィネー ト

以上のような汎用機の業務 システムの運用は従

来からIT部 門に求め られていたことである。それ

に加えて、業務部門がC/Sシ ステムを鯨入する際

に業務部門とIT企 業のコミュニケーションについ

てIT部 門がコーデ ィネー トする役割を求める意見

も多 く見られた。

「IT部門にはIT企 業との仲介役を求めたい。IT

のことをよくわかっていない業務部門がシステム

を導入することが問題」【学務】

「健康増進課でC/Sシ ステムを導入したとき、業

者の選定、スケジュール管理、契約履行管理など

についてIT部 門に介入 してほしかった。 もちろん

システムの内容については提案を行うが、他の 自

治体では予算等もIT部 門が担当しているところが

多い」【健増】

「業務 システムの所有 ・運用を超えて、広 く庁内

の情報コンサルタント的な役割を果たせるといい。

そのために、日進月歩のIT技 術の流れに取 り残 さ

れないように民間のIT企 業と人事交流を積極的に

進めていくべ き」【下水道】

この中で、健康増進課は実際にC/Sシ ステムを

導入 しているが、「ITの 専門的なことについて シ

ステム業者とユーザー側でギャップがある」こと

を問題点として挙げている。それぞれの業務部門

は業務システムを導入する機会やITの 専門的な知

識が少ないこと、IT企 業側 も実際の業務について

は業務部門ほど詳 しくないことから、両者のコミ

ュニケーションがうまくいかず、結果 として業務

システムの適切な導入や運用が出来ない事態が発

生する可能性はある。そのため、ITに ついて専門

性を持ちなが ら業務部門の業務についてある程度

理解 しているIT部 門が、業務部門とIT企 業の間

に入ってコーディネー トすることが新たな役割 と

して浮上しているといえる。

③業務部門のエンパワメン ト

IT部 門と業務部門双方のコミュニケーションを

活発化することで業務 を改善 していきたいという

意見 も見られた。この点においては、かつて情報

政策課に所属 して現在 は学務課に所属 している職

員の意見が興味深い。「業務部門の職員は使いにく

い帳票があってもそのまま使っている。私は情報

政策課の職員だったか ら、 どうすれば使いやす く

できるかわかる。学務課 と情報政策課がや り取 り

を行 うなかで効率よく業務がで きるように変えて

い くことが大切」 【学務1で あるとしている。この

職員以外にも、かつて情報政策課に所属 して業務

部門に異動 した職員がシステム化について重要な
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役割を果た しているケースは多い。

また、IT部 門だけではな く業務部門のITに 関

するエンパ ワメン トを求める声が多かったのも印

象的である。「業務部門にIT担 当職員 を配置 し、

その業務部門の業務システムを統括すべき57)であ

る」【介護】「アクセスなどを用いた簡単なシステ

ムを業務部門で構築すれば汎用機 システムの負担

が減る。そのためには、情報政策課で実践的な研

修をしてもらってITの 知識を持つ業務部門の職員

を育てる必要がある」【選管】「業務部門は汎用機

システムの改修やデータの追加ができない。アク

セスなど汎用性のあるソフ トウェアでシステムを

構成すれば、業務部門がより深 くシステムに関わ

ることができる」【下水道】

このように、IT部 門に頼るだけではな く業務部

門自らがITに 対 して前向きに取 り組んでいこうと

する姿勢がうかがえた。このような姿勢を支援す

るためにも、業務部門をより高度にエンパワメン

トすることがIT部 門の新たな役割として求められ

ているといえる58)。

第2節IT部 門か ら見た問題点一IT部 門のワーク

ショップにより一

前節では業務部門か ら見た自治体ITシ ステムの

問題について指摘 したが、この節ではIT部 門から

見た問題点について考えてみたい。ここでは問題

点を抽出するために、奈良市の汎用機のシステム

を運用 して業務部門の支援を行っている情報政策

課の情報処理第一係・第二係59〕の職員8人 を対象に、

汎用機 システムの運用について問題点 を抽出する

57)介 護福祉課にはかつて情報政策課出身の係長が在

籍しており、実質的なシステム担当を担っていた。

58)「 自治体におけるパソコン活用実態調査」によると、

自治体職員は、表計錦 ソフ ト(56%)や ワープロ

ソフト(42%)に 関する研修に比べ、データベー

ス(29%)や プ レゼ ンテーションソフ ト(21.6%)

の研修の受講経験が少ないことが示されている。

r日 経BPガ バ メン トテクノロジー2005年 夏号』
'日 経BP社

,p128-129

59)情 報処理第一係は税業務及び国民健康保険料(賦

課収納)、 情報処理第二係はそれ以外の住民記録、

レセプ ト、福祉、介護保険、人事給与等の業務を

担当している。なお、筆者は情報処理第二係に所

属 している。

一178一 自治体現場か ら見た自治体ITシ ステムの展望

ワークショップを行った60)。

奈良市では業務部門が独 自に導入 している業務

のC/Sシ ステムについて、汎用機 との連携以外に

は情報政策課が基本的に関与 していないことから、

業務システムを運用して業務部門を直接的に支援

しているのは汎用機を運用する職員に限 られる。

自治体ITシ ステムの問題を考えるにあたって、 日

常の業務の中で業務部門と関係性 を持ち汎用機を

運用している職員の意見を集約することは、一定

の妥当性を有すると考える。

ワークショップによって挙げ られた問題点は大

きく3つ に分けられる。(1)汎 用機のITシ ステム

に関わる問題、(2)IT部 門の組織的な問題、(3)

業務部門 との関係性 の問題である。 この節では、

指摘 されたそれぞれの問題について説明 し、次節

の問題点の分析につなげていきたい。

(1)汎 用機のITシ ステムに関わる問題

①汎用機の技術的な問題

最初に挙げられたのは汎用機についての技術的

な問題である。まず、汎用機で動作 しているプロ

グラムやそれに付随する ドキュメン トの問題が提

起 された。業務システムは継続的に利用 されるも

のである一方で制度改正などに伴 う修正 をする必

要がある。 しか し、税や国民健康保険をは じめと

する汎用機の中でも古いシステムは1973年 に導入

されてか ら基本的な設計は変わっていない。この

ように、安定 しているシステムを修正することは

相応のリスクが伴 う。 また、 システムを開発 して

か ら修正したことがないプログラムはブラ ックボ

ックス化しているため、修正する前に内容 を一つ

一つ解析する必要がある。そ して、 こうした問題

点をもたらしているのは本来保管 してお くべ きプ

ログラムの仕様書や処理フ回一が散逸 しているこ

とである。 また、そうした ドキュメン トが現存 し

ても現状のプログラムの状況 とは異なっているな

ど、システムの要件を文沓で伝えることができて

いない状況が明らかになった。ある職員か らは「プ

ロのSEは 、プログラムの作成や修正は全体か ら

見て3割 ほどの力で行い、残 りの力をシステムの

60)2009年12月2日 に筆者がファシリテーター とな

って実施 した。



仕様の確定や ドキュメ ントを保存することに充て

るべ きといわれている。我 々はシステムの運用を

行いなが ら修正にあたっていることや、技術的に

劣っていることから修正に時間がかかることもあ

り、 ドキュメントを残す余裕がない」 という意見

が挙げられた。

そ もそも汎用機は、第1章 「自治体ITシ ステム

の歴史的な発展」において述べたように、大量の

事務処理を行 うために導入 されたコンピュー タで

ある。 しか し、C/Sシ ステムやWEBシ ステムな

どが開発 されるに したがって汎用機システムの占

める役割が低下 してお り、汎用機 自体がいずれは

作 られなくなるのではないかという懸念を持つ職

員 も多い。 また、計算や印刷 といった事務処理を

目的に作 られた特性を持っているため、パソコン

のように容易に画像処理がで きないことが、業務

部門の職員に とって汎用機 システムを使い勝手の

悪いものとしている。

また、現在の奈良市では汎用機の システムとC/

Sシ ステムが混在 してお り、それぞれのデー タを

連携 させて行っている業務が増 えている。そのた

め、一部のシステムではデータの二重管理が発生

しているためデー タの同期 を取る処理が必要 とさ

れている。 また、こうしたデー タの連携 において

は外字の処理が 自治体の システムにとって最大の

問題 となっている鋤。外字はJIS体 系になく一般的

なコンピュー タで扱えない漢字である。住民の氏

名を表示する必要があることから、汎用機 システ

ムにおいて も画像デー タとして外字を作成 しなけ

ればならない。 また作成 した外字をC/Sシ ステム

で利用す るためには、それぞれのシステムにおい

て外字デー タを変換する作業が必要 となる。 こう

した外字の問題 については多 くの職員が意識 して

いるところであった。

②汎用機を運用する上での問題

以上の問題は、汎用機のプログラムをはじめと

61)外 字 の問題については、前掲注14),p135-144に

詳 しい。榎並(2000)は 、外字は、旧字体だけで

はな く、戸籍や住民基本台帳の業務が電算化する

以前に戸籍に誤って害かれていた 「誤字」が多い

ことを指摘 し、住民基本台帳のデータベース化に

あたって、全国の自治体で約75億 円が外字作成に

使われたのではないかと試算している。

するシステムの開発 ・設計の問題である。ここか

らは、開発 されたシステムを実際に運用するプロ

セスにおいて提起 された問題を紹介 していきたい。

まず、汎用機の システムが持つハー ドウェアの

古 さによる運用上の問題が指摘 された。汎用機は

最近のサーバに比べて物理的に大 きく、専用の機

械室が必要 とされている62)。また、データを保存す

る外部媒体 は従来か らのMT(磁 気テープ)や

CMT(カ ー トリッジ磁気テープ)を 利用 している

が、現在パ ソコンのデータを保存す る主要な外部

媒体がUSBメ モリや光磁気ディスクになっている

こともあり、MTやCMTを 対外的に利用できる環

境が減 ってい るこ とも指摘 されている。例えば、

CMTに 帳票の印刷データを保存 して印刷業者へ渡

そうとすると読み取る装置がないとされたことや、

奈良県国民健康保険団体連合会が市町村 とのデー

タのや り取 りについてMTの 使用を取 りやめるこ

とになったように、データの受け渡 しにおいて外

部と連携が難しくなっている現状がある。

次に、運用するス タッフの問題 も指摘 されてい

る。これは業務部門か らも同 じ問題が指摘されて

いたことである。奈良市においては、バッチ処理

の投入や帳票の印刷など汎用機の運用について外

部のIT企 業のオペレーターに委託 している。言い

換えるとオペ レー ターがいなければ、汎用機の運

用そのものがで きない状態である。このことか ら、

夜間や休日63)の 汎用機の運用に制約がある。これ

については、業務部門か ら休 日や夜間にシステム

を使えるように してほ しい と要望が強 く、対応に

苦慮しているという意見があった64)。

62)奈 良市では汎用機を設置 している機械室は独 自の

空調機によって室内の気温が一定に保たれるよう

になっているが、空調機の故障により気温が上が

ったため、汎用機の運用に支障が生じたことがあ

った。C/Sシ ステムの場合は、それぞれの業務シ

ステムのサーバは機械室のようなスベースは不要

である。ただし、現在は複数のCISシ ステムにつ

いてサーバを共有化する試みも取り組まれている。

63)奈 良市では原則 として休日に汎用機を運用するこ

とはないが、国民健康保険や介護保険の年次処理

や大量印刷、選挙の入場券の大景印刷のときなど

に休 日に運用することがある。 また、夜間の迎用

については税業務の繁忙期などにオンライン処理

の延長を21時 まで認める場合がある。

64)も っとも、このことは業務部門について夜岡や休

日の時岡外勤務が常態化していることの裏返 しで
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汎用機におけるバッチ処理とオンライン処理の

関わ りについての問題 も指摘 された。バ ッチ処理

とオンライン処理 を同時に運用すると、オンライ

ンによる住民情報の参照がで きな くなることがあ

る。 また、 日中にバッチ処理による大量のデータ

更新がで きない場合は夜間にバ ッチ処理が行われ

る。この時に トラブルが発生 した場合は夜 間に出

勤 して対応する必要があ り、担当する職員の負担

となっている。 また、データがバッチ処理 によっ

て更新 されるということは、データの即時更新や

参照ができないとい うことであ り、業務部門がす

ぐに最新の情報 を求める感覚に合わないのではな

いかという指摘 もあった。自治体のシステムでは

ないが、東京証券取引所 の 「株式売買システム」

が通常 よりも早 く停止 したことがある65)。それは、

夜間バ ッチ処理で処理する件数が想定 を超えたこ

とで、翌 日のオンライン処理開始前に処理が終わ

らないと考えられたためである。奈良市において

夜通 しでバ ッチ処理をすることはまれであるが、

バッチ処理とオンライン処理が相互に影響 を与え

て問題が発生している点で共通している。

また、汎用機は様 々なシステムが同時に処理を

行 う。そのため、月初めなど各業務の処理が集中

する日には、メモリやディスクの容量などが不足

し、通常よ りも処理の時間がかかるなどの問題 も

指摘 されている。本来はスケジュールを厳格に管

理 し、そうした複数の処理 について も調整をすべ

きであるが、できていないのが実情である。

③業務システムの展望

このように汎用機の技術 ・運用について様 々な

問題を指摘 しているIT部 門の職員は、今後の業務

システムについてどのように考えているのだろう

か。

全国的には、汎用機のシステムを全面的にダウ

ンサイジングして業務のパッケージシステムを導

入する自治体が増えている66)。今回ワークショップ

も あ り、 夜 間 や 休 日に 汎 用 機 の シ ス テ ム を 使 え る

よ う にす れ ば よ い と い う単 純 な 問題 で は ない 。

65)日 経 コ ン ピ ュ ー タの ホ ー ム ペ ー ジで 紹 介 され て い

る。

http:〃ITpro。nikkeibp.co.jp/artidel

NC/20060811!245686〆(2009年12月31日 閲 覧)

66)三 菱 総 合 研 究 所 の 行 政 情 報 シス テ ム に 関す る ア ン
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に参加 した職員は直接パ ッケージシステムを担当

しているわけではないが、パ ッケージシステムを

獅入することで現在、汎用機が抱えている問題が

すべで解決するわけではないこと、各業務部門で

夜間 ・休 日処理が増えるなどのデメリットを指摘

する声もあがった。

(2)IT部 門の組織的な問題

①情報政策課の在 り方の問題

まず、一般の事務職員が汎用機 とはいえ、ITシ

ステムの運用にあたって専門性 を確保することの

難 しさが指摘 されている。筆者を始め職員の多 く

は、情報政策課に配属 されて初めてプログラムな

どの専門的な知識や技術のほとんどをOJTに よっ

て身につけてきたが、やは りIT企 業のSEに 比べ

ると知識や技術が劣っている点は否めない。その

ため、職員がデータベースの拡張作業などシステ

ムの根幹について修正を施すのは難 しく、SEの 運

用支援が必要という意見があった。

また、情報処理第一係 ・第二係の職員は業務シ

ステムをそれぞれ分担 しているが、担当者以外は

処理やシステムの内容が分からないのが実情であ

る。なお、自治体職員が通常3～5年 程度で人事

異動が行われるのに対 し、情報政策課の職員は専

門職 としての側面 も有していることもあって、通

常よりも人事異動のサイクルが長い671。ちなみに筆

者の前任者は市役所に入庁してから情報政策課(当

初は電子計算課のちに情報管理課)に17年 間在籍

していたが、このようなベテラン職員の異動時が

問題 となる。専門的な職務内容だか ら在籍する期

間が長 くな り、その結果ベテラン職員の人事異動

時が大変になるというジレンマを抱えている。こ

のように、職員のITに 関する専門的なスキルを高

めたとしても人事異動の時期がわからないことや、

異動先で直接役に立つスキルではないことが問題

ケー ト調査(2005年)に よると、政令市・中核市 ・

特例市 ・特別区の929%が 現 在汎用機を使用 して

いるが、そのうちの34.6%が 全部あるいは一部汎

用機の使用を中止する予定となっている。

http:〃wwwmri.cojp1PRESS/20051prO50824_

nidO2.pdf(2009年12月31日 閲覧)

67)ワ ークショップに参加 した職員(初 めて配属され

た職員に限る)の 配属年数は、8年 目2人6年 目2

人5年 目2人4年 目1人 となっている。



とされている。

なお、 ワークショップに参加 した職員に、IT部

門の職員が汎用機の藁務 システムのプログラムの

作成や修正することの是非を尋ねると、筆者を含

めた8人 中7人 が将来的にはIT企 業に委託すべ き

だと回答 した。職員が担当すべ きだと答えた1人

は、IT企 業が きめ細かな対応をすることに疑問を

抱いており、それが可能ならIT企 業に任せてもい

いという考えである。

②IT企 業 との関係性の問題

さて、 このようなIT企 業 との関係性 につ いて

IT部 門の職員 はどの ように考えているのだろう

か。今回ワークショップに参加 した情報処理第一

係 ・第二係の職員は、IT企 業と契約等の交渉をす

ることはな く、プログラムの修正や トラブル対応

など実務的な支援を受 けることで関わりを持って

いる。奈良市では汎用機システムの運用の支援や

制度改正などシステムの改修の支援のためにSE

が常駐 している。これについて 「IT部 門が運用や

改修 に対応 しきれな くなったため、汎用機をやめ

た自治体 もある。システムの運用 ・改修の支援 を

行 うSEが いる意味は大 きい」とする意見がある
一方で、「汎用機においてもIT企 業が開発 したシ

ステムは運用を開始 した後のフォローが不十分で

あり、SEが 関わっていない業務システムについて

は職員が担当する しかない」 という意見 もあ り、

考え方は分かれた。ただ、いずれにせ よ、IT企 業

との関係性を明確に定義することが必要である と

の認識は共通 しているように思われる。

(3)業 務部門との関係性の問題

①業務部門とのコミュニケーションの問題

この ワークショップでは、業務部門に対するコ

ミュニケーションの在 り方についての意見が多 く

指摘 されている。奈良市では、汎用機において新

たな業務システムを開発するにあたっては業務部

門か ら情報政策課に対 して依頼するためには所定

の手続 き68)を取る必要がある。 しか し、実際にそ

68)奈 良市電子計算組織の管理運営に関する規則第10

条 に 「主管課長は、新たにシステム処理 をしよう

とする業務がある場合(す でにシステム処理をし

ている業務に関するデータを利用 して資料を作成

する場合を除く。)又 は適用業務の内容を変更しよ

の手続 きは形骸化 してお り、依頼を受けるかどう

か判断する基準がなく、場合によっては担当者間

の力関係で判断 されることもある。 業務の依頼を

受け付けたとしても、業務部門の職員とシステム

の仕様を確定する調整が大変であ り、また技術的

な問題か ら業務部門の要望に適切に対応できてい

ないことも多い。
一方、汎用機の業務 システムの運用では、1件

のデータを処理す るためだけに通常 と同じ処理の

実行が求められるなど業務部門の職員が汎用機の

特性 を理解 していないことも指摘 されている。ま

た、業務システムの内容や運用のステ ップを把握

していない業務部門の職員によって、情報政策課

の職員がすべて任 されて しまっている事例も報告

された。

現在、システムの開発や運用 に関わ り業務部門

との交渉にあたっては、実際にシステムの作成や

修正を行う職員がコミュニケーシ ョンをとってい

る。これに対 して、自治体の中に高い専門性をも

った技術職としての電算職員が必要69)で あり、業

務部門との交渉 を行 う一般事務職員 と、システム

の開発や修正を行う電算職員の役割を分けるべ き

という意見 もあった。なお、奈良市においては汎

用機を導入 した時点では設置 していた電算職を廃

止して、一般事務職員に編入 した経緯がある70}。

また、これは汎用機のシステムとは直接的に関

連 しないが、パソコンや ワー ド、エクセルなどの

使い方などを聞かれることもあ り、情報政策課職

員はITに ついて何でも知っていると認識している

業務部門の職員もいる。

うとする場合は、電算業務処理提案香(別 記第1

号様式)を 次の各号に定めるところにより委員会

に提出しなければならない。」という規定がある。

69)韓 国の自治体には電鯨職公務員に向けたITに 関

する再教育制度が創設されているという。詳しく

は廉宗惇(2009>r行 政改革を導 く電子政府 ・電子

自治体の戦略 ・住民視点のIT行 政の実現に向けて

《韓国と日本》一』,p56

70)奈 良 市職員の職に関する規則の附則に 「現に別表

の1日職名欄に掲げる駿名の職に任命されている者

は、それぞれ任命されている当該職名に対応する

別表の新職名欄 に掲げる職名の職に任命されたも

のとみなす」という規定があるが、別表において

旧職名の 「電算職」が 「事務職員」に対応 してい

る記載がある。
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②業務そのものを効率化する視点の必要性

なお、このようなIT部 門と業務部門のコミュニ

ケーションについて考える際には、業務部門その

ものを改革することも必要であるという指摘があ

った。すなわち、業務部門は人員の削減や事務量

の増加に伴って余裕がないために、IT部 門に対し

て過剰 ともいえる要求をして くる。 この問題を解

決するためにはIT部 門と業務部門のコミュニケー

ションを改善するだけではな く、業務部門の業務

のや り方そのものを変革する観点が必要だとする

ものである。 しか し、こうした取 り組みは一人の

職員が可能なことではなく全庁的に取 り組む必要

があるという意見も出された。また、業務の効率

化にあたっては、業務プロセス全体 をシステム化

するのではな く、いまだに手作業でしているプロ

セスを部分的にシステム化することのメリットは

大きいという意見 も示されている。

第3節 問題点の分析

(1)問 題のまとめ

この章では、業務部門から見たITシ ステムの問

題点 とIT部 門から見たITシ ステムの問題点をそ

れぞれヒアリングとワークショップを行って抽出

し、分類 しながら紹介 してきた。そこで、この節

では島田(1997)が 提示 している自治体ITシ ステ

ムの諸問題71)を 参考に しなが ら、これらの問題点

を分析 して原因を探 り、解決する方法について筆

者の私見を述べたい。

島田は 自治体情報システムの問題点について、

以下の7点 を列挙している。

①業務プロセスと情報技術の統合度が低いこと

②現行組織構造 を反映 した情報 システムである

こと

③汎用機に偏重 した情報システムであること

④情報システム部門 とエン ドユーザ部門との連

携力書弱いこと

⑤事前評価が中心になっていること

⑥ベ ンダー依存度の高い情報システムであるこ

と

71)島 田辰巳(1997)「 自治体情報システムの諸問題一

民間企業 との比較の視点から一」「日本社会情報学

会会誌』Vol.9,p4-5
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⑦パ ッケージソフ トウェアの利用率は低いこと

まず、IT部 門と業務部門の双方が③で示されて

いる汎用機のシステムについて問題を感 じている。

IT部 門は、汎用機のシステムに技術的な制約があ

ることや柔軟な運用ができないことを問題 として

いる。ただ、その背景としてIT部 門の組織の在 り

方についての課題がある。言い換 えると、汎用機

のシステムを運用する専門性 を誰が担うのか、職

員とIT企 業がどのように分担 してい くべきか とい

う問題であり、今 までは⑥で示されたようにIT企

業へ依存する関係 にもつなが っていた。一方で、

業務部門も汎用機のシステムに不満を感 じている。

これは実際に粟務 システムを利用 しているユーザ

ーとしての意見であるため、システムの使いやす

さに関わる問題が多い72)。柔軟な運用ができないこ

と、制度改正への対応が大変であること、①で示

されているようにシステムが業務に対応 しきれず

に手作業が必要 とされていることなどである。そ

の一方で、業務部門はIT部 門が汎用機のシステム

を運用 してい くことを求めていることにかわ りは

ない。

また、⑦では利用率が低い とされているCISシ

ステムであるが、1997年 当時と比べて業務部門へ

の普及は進んでいる。CISシ ステムには、汎用機

のシステムと比べて柔軟な運用や、業務に密着 し

たシステムを実現 している側面 もある。 しか し、

そういったC/Sシ ステムにおいてもなお、カスタ

マイズが難 しいため結局手作業が発生する問題や、

導入 ・運用する際にIT企 業とのコミュニケーショ

ンに問題があることが指摘されている。

また、業務部門においては汎用機システムやC/

Sシ ステムでは対応で きない業務をシステム化す

るため、エクセルやアクセスで手作 りシステムを

構築 している場合 もある。 しか し、 システムを構

築可能なITス キルの高い職員が所属 していれば利

72)「 自治体の情報システムに関する実態調査」による

と、ユーザー利便性に向けた施策については、住

民向けシステムよりも職員向けシステムの取 り組

みが遅れており、自治体のシステムが職員にとっ

て使いにくいものとなっていることをうかがわせ

る。

「日経BPガ バメントテクノロジー2006年 秋 号」

日経BP社.p128-129
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用で きるが、その職員が異動す るとシステムの利

用や修正ができなくなる問題がある。

なお、こういった諸問題の背景 として④で示さ

れているように、業務部門とIT部 門のコミュニケ

ーションが円滑に取 り組 まれていないことが考え

られる。

このような問題点 を整理 したのが下記の表であ

る。汎用機 システム、C/Sシ ステム、独自システ

ムにはそれぞれ、IT部 門と業務部門から見た問題

点があ り、業務部門からIT部 門に対 して役割を求

めている。一方で、こうした種 々の問題点の背景

にはIT部 門と業務部門のコミュニケーションの問

題がある。

(2)問 題の原因と解決するための私見

さて、それでこれらの問題の原因となっている

ものは何なのであろうか。筆者は自身の体験やワ
ークショップ、 ヒアリングを通 して考えられる大

きな原因として、以下の2点 を取 り上げたい。

①自治体に業務を遂行する上で必要とされるIT

の専門性がないこと

IT部 門、業務部門ともに業務を進めていく上で

必要となるITに 関する専門性が不足 していること

である。 この現状は、それぞれの職員において実

感されている。汎用機に関 してはIT部 門のみでシ

ステムの運用 ・開発 を行 うことが非常 に難 しい状

況になっているとともに、業務部門の新たなニー

ズに応えきれていないため、IT部 門と業務部門が

対立する原因を作っている。C/Sシ ステムに関 し

ては、IT企 業に開発や改修などを任せるとしても、

業務部門が求めるシステムを具体化するための ノ

ウハウやスキルがな く、IT企 業にも伝えきれてい

ない。独自のシステムについて もITス キルの高い
一部の職員の専門性に頼ってお り、 またそれも完

全に業務部門のニーズを反映 しきれているわけで

はない。

このように、それぞれのシステムの企画、開発、

運用 ・保守それぞれのプロセスにおいてITの 専門

性がないことが、IT企 業の専 門性に依存する状態

が成立 している。そのことが、業務部門が業務 を

処理 していく上でITシ ステムを十分に活用できて

いない状況を招いている。

②IT部 門と業務部門のコミュニケーションが不

足していること

このような技術的な問題とは別に、IT部 門と業

務部門のコミュニケーションが不足 していること

法学研究No.12-183一



が問題の原因となっている。IT部 門が直接運用し

ている汎用機システムにおいては、 コミュニケー

ションや相互理解の不足から、システムの非効率

的な運用を招いている実情がある。 また、C/Sシ

ステムの導入についてIT部 門が基本的に関与して

こなかったことに対 し、業務部門側はIT部 門に不

満を持ってきた。業務部門は、IT部 門に対 して市

役所全体のIT化 を進める役割を期待 してお り、業

務部門 とIT企 業のコーディネーターをIT部 門が

務めるべ きという要望が生 まれている背景 となっ

ている。独 自のシステムを運用する上で必要 とな

る業務部門のITス キルの向上など業務部門のエン

パワメントの役割 もIT部 門に求め られるようにな

っているが、応えきれていない。

さて、これらの問題については一般企業のIT部

門 も同様の問題 を抱 えている。玉川(2006)は 、
一般企業においても 「個別技術においてIT部 門は

ITベ ンダに勝ってい くことはで きない」が、「IT

部門がITベ ンダに唯一勝っているところは、自社

の問題、課題 と直接的に向き合えるところ」であり、

「利用部門の業務を理解 し、正 しく、かつ、自社に

とって具体的なIT活 用のノウハウを蓄積 し、利用

部門をリー ドし、指導 してい く」ことが、IT部 門

の役割であるとしている73)。問題点を分析 してIT

部門の役割について考えてみると、 自治体システ

ムの問題点を解決するためにIT部 門が関わるべき

次の2つ の方策が必要であると思われる。

① 自治体、特 にIT部 門がITに 関して専門性を

判断できる専門性を確保すること

汎用機、C/S、 クラウ ドといったITの 発展の進

歩 を考えると、IT部 門が時代に応 じたITの 専門

性を確保 し続けていくことは非常に難 しいだろう。

そのため、これからITシ ステムの開発や運用につ

いてはIT企 業に委託する傾向がいっそう強まって

くるだろう。しか し、ただIT企 業に委託するだけ

では業務部門の目的 を果たし、コス トの面か らも

適切なシステムを導入することはできない。その

ため、IT部 門はITシ ステムを構築、開発する専

門性 を担保できないとしても、ITシ ステムそのも

のや、企画、開発、運用 ・保守それぞれのプロセ

73)前 掲 注36),p5

一184一 自治体現場から見た自治体ITシ ステムの展望

スを進めるための体制などについて判断すること

ができる専門性、すなわち 「専門性 を判断で きる

専門性」を確保する必要があるだろう。

②IT部 門と業務部門、そ してIT企 業が業務 シ

ステムについてコミュニケーションを図る場

を作ること

IT部 門 と業務部門、そしてIT企 業が システム

の計画、開発、運用 ・保守それぞれのプロセスに

応 じて、自らが持っている情報を交換 して対応 し

てい く必要がある。 しか し、システムをめ ぐるコ

ミュニケーションにおいては業務部門から指摘 さ

れていたように、IT企 業がITの 専門的な用語 を

使って説明する言葉 を話 しているために理解 しに

くい問題があるといえる。 しか し、このことを裏

返して考えると業務部門の職員が業務について説

明するときに行政の専門的な用語 を使っているこ

とからIT企 業側が理解 しにくい問題が発生 してい

るかもしれない。そこで、IT部 門が業務部門とIT

企業の間に立って業務部門か ら引きだしたニーズ

を変換 して構築可能な形にしたシステムをIT企 業

に提案 してい く。そ うしたや り取 りを活発に繰 り

返 していく必要があると思われる。汎用機の シス

テムにおいてIT企 業が直接的に関わることがない

場合でも、IT部 門と業務部門が業務システムの在

り方について情報 を交換 し、議論 していく場を持

つことが必要となる。

なお、IT部 門 ・業務部門が システムの問題点を

考える上で共通 していたのは、業務その ものを効率

化する視点の必要性である。 もともと業務システム

を導入する目的は住民サービスの向上や業務の効率

化を図ることであって、システムを導入すること自

体が目的ではない。 しかし、自治体の業務において

非効率的な処理をしている業務について業務システ

ムを再構築する際に、古いシステムにおける業務の

非効率な流れをそのまま新 しいシステムに移 し替え

てしまっては、新 しいシステムを導入する意味がな

い。現在の自治体業務とシステムは密着に結びつい

ているため、システムを入れ替える際には現在の業

務 の や り方 そ の もの を作 り替 えて い くBPR

(Business Process Reengineering)74)の 視点が必

74)BPRはBusinessProcessReengineeringの 略 で、

顧 客 満 足 を 行 う た め に ビ ジ ネ ス プ ロセ ス を 見 直 す



要になるだろう。 しか し、業務の再構築について

は非常に多様な論点を持つ問題であることか ら、

ここでは言及することにとどめたい。

第3章 他 自治体 における

IT部 門の取 り組 み

第1節 ながさきITモ デル

「なが さきITモ デル」 とは長崎県独自のITシ ス

テム発注方式のことである。長崎県では 「自治体

の情報 システムは、一般的に、大手メーカーに開

発及び運用を一括発注す ることが多いため、その

経費は非常に高 く、地元IT企 業には受注機会が閉

ざされている とい う状況にあ ります。本県では、

そのような状況を抜本的に改善するために、誰で

も自由に使えるように細部まで公開されたオープ

ンソースソフ トウエアを活用 し、県が自ら詳細な

仕様書(設 計書)を 作成 して、適正な規模に分割

発注することにより、地元IT企 業でも技術力があ

れば大手メーカーと対等 な立場で入札に参加でき

る よ うに し ま した(以 上、長 崎 県HPよ り抜

粋75り」という取 り組みを進めている。

ここでは システムを発注す る上で 「県 自らが設

計書を作成している」ことに注目したい。「ながさ

きITモ デル」では、県、すなわち県の職員がどの

ように して設計書を作成 しているのだろうか。 ま

ず、担当職員が担当するシステムについてシステ

ムのイメー ジ画面をラフスケ ッチする。この担当

職員は、業務部門の職員の場合 もあれば、IT部 門

の職員であることもある。完成 したラフスケッチ

は、地元のWEBデ ザイナーに委託 して綺麗にデ

ザインしなお し、関係する部署を含めた議論を行

ってイメージ画面をより精度の高いものに してい

く。次に、完成 したイメージ画面をもとに地元の

ことで低コス ト、高品質、短い調達期間を実現す

るものである。抜本的な改革目標を設定 し、住民

に与える価値 を最大化するためのプロセスそのも

のを再編成する。BPRの 成功はITを 効果的に活

用することな しではあ りえない とされる。以上、

前掲注8).p107を 参 考にした。

75)こ の節は、長崎県ホームペー ジ 「ながさきITモ

デル」

http:〃wwwprefnagasakijp加ho/itmode11

(2010年1月9日 閲覧)を 参照 している。

SEに 委託 してデー タベースの設計したフォーマ ッ

ト76)の内容を担当職員が確認する。このようにし

て作成したイメー ジ画面とデータベースの フォー

マ ッ トをもとに地元のSEに 設計書の作成を委託

し、担当職員 ・CIOが チェックして設計書が完成

する。なお、システムの範囲を分割 して仕様書を

作成 しやす くしてお り、 システムの素人である職

員で も、無理な く仕様書作成に取 り組めるように

している。また、システムを分割することで失敗

しても被害が最小限で済むようにしている。 この

ように、職員、企業の双方に対 して失敗 した場合

の担保を行っていることも注 目される。

長崎県では、この ように して設計 された仕様書

をもとに入札するなどしてITシ ステムを発注して
'
いるが、県のシステム開発の地元IT企 業に対する

発注率が向上 したこと(金額ベースで2000年 度0%

→2007年 度65 .5%η))や 、「他県で数千万円か ら1

億円かかっている 『パスポー ト電子申請システム」

の開発は、長崎県では約600万 円で完成78》」するな

どの効果が表れている。

奈良市は、かつて長崎県の情報政策課企画監を

務めて 「ながさきITモ デル」を推進 した仲西啓氏

を2010年1月 より情報化推進ア ドバイザーとして

任用 している鋤。仲西氏は、中小IT企 業のITの 専

門家は行政の業務には素人であ り、業務がわか ら

ない素人にわかるように仕様書 を書 くことで、IT

企業が仕様書を読み解 く労力 を減 らすことがで き

ると指摘 している。

また、長崎県では業務部門の職員を1年 間IT部

門で受け入れて研修を行う仕組みを作るなど職員

76)デ ー タベ ー ス の 項 目 の 定 義 や 項 目同 士 の 連 携 の 在

り方 な ど を定 め た もの で あ る。

77)全 国 知 事 会先 進 政 策 バ ン ク

http:〃www.seisaku.nga.grjplkohyolkohyo_toP

php?seq=699&uri冨%2Fsearch%2Fsearch.

php%3Fken%3D42(2010年1月9日 閲 覧)
78)県 政 だ よ り 「な が さ き情 報 通 信 」2005年7月 号

http:〃www.pref.nagasakLjplkoho/plazal

tsushin/2005」)71pdαp4-5.pdf(2010年1月13日

閲 覧)

79)奈 良 市 役 所 ホ ー ム ペ ー ジ 市 長 定 例 記 者 会 見(平

成21年)

http:〃www.city.nara.nara.jp!wwwl

contents/1231292629360!filesls211224_02.pdf

(2010年1月9日 閲 覧)
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の人事管理においても工夫 してお り、知識とノウ

ハウを身につけた元の業務部門に戻った職員が シ

ステム開発における重要な役割 を担っているとさ

れる80)。このように、業務に精通している担当職員

が、自ら利用するシステムの設計に関わ り、それ

に対してIT部 門がサポー トする。 また、業務部門

の職員がIT部 門に所属することで実践的なITス

キルについてのエ ンパ ワメン トを合わせて行う。

こうした取 り組みは、IT部 門と業務部門の関係性

について1つ の示唆 を与えているのではないだろ

うか。

第2節 京都府 ・市町村業務支援 システム共同開

発

京都府 と府内の市町村は、 さまざまなシステム

を共同で開発する取 り組みを進めている81)。もとも

と、京都府の町村会事業で基幹業務支援 システム

を自己開発 して利用 してきたが、2005年 に府 と府

内市町村が加入した京都府自治体情報化推進協議

会が発足 してシステム共同化事業が本格的に開始

されてきた。

システムの開発においてワーキ ング ・グループ

が業務フローを整理 して検討 を進めてきたことで、

市町村ごとの多様な業務フローの実態が明 らかに

なった。そのため、それぞれの業務をできる限 り

標準化するとともに、総務省の共同アウ トソー シ

ング事業に公募することで支援 を受け、市町村ご

とにプログラムの処理を切 り分けることで多様な

事務 フローへ対応 している。こうした経過を踏 ま

えて、2007年 に文轡管理 システム ・統合型地理情

報システムの共同運用が開始 されている。

また、2008年4月 か らは綾部市と宇治市で住民

情報や税情報、福祉情報を中核 とした市町村基幹

業務支援システムの運用を開始 している麗}。このシ

ステムの開発においては、まず府内全市町村の要

望を取 りまとめてベースとなる受注 したIT企 業が

パ ッケージシステムを作成 した。その上で、調査

検討チームと開発 したIT企 業がシステム内容の確

80)r日 経BPガ バ メ ン トテ ク ノ ロ ジ ー2006年 秋 号 」,

P67

81)こ の 節 は、 『月 刊1.ASDEC』(2007)vol37,no.9,

p9・14を 参 考 に して い る。

82)『 京 都 新 聞2008年4月2日 』

一186一 自治体現場から見た自治体ITシ ステムの展望

認を行うなどの検討 を繰 り返 してシステムの完成

度を高めている83)。

なお、課税業務 については 「共同アウ トソーシ

ングのメリットは、単 なる"割 り勘効果"だ けに

とどまらない情報を共有 して業務 を連携すること

で、割 り勘効果を超えた"質 の向上"を 目指すべ

き8円 という考え方のもと、システムだけではなく

業務の共同化 も進められている。2009年8月 、京
　

都府 と府内市町村(京 都市 を除 く)は 、賦課徴収
　

業務の一部を共同で実施する組織 として広域連合

「京都地方税機構」 を設立 した。この機構は2010

年 より徴収業務を開始するとともに、将来の課税

に関する事務の共同化を視野に入れたシステムの

整備を進めている85)。

この事例か らは業務システムについて市町村が

共同して取 り組む重要性を理解す ることができる。

システムを市町村で共同開発 ・運用す ることはシ

ステムを効率化するだけにとどまらず、各市町村

に別々に存在 して きた業務情報の一括管理を可能

にするなど、業務そのものを効率化す ることがで

きる。IT企 業との関わ りにおいても 「価格交渉で

ベ ンダー側に主導権 を取 られ、多大な経費を要求

されがちですが、共同化を進めることで地方公共

団体側の発言力が増 し、大 きな割 り勘効果を得る

ことができる86)」としている。 また、システムだけ

ではな く業務その ものを共同化することで、住民

サービスの利便性や業務の効率化 を目指 している

ことも注目に値する。

なお、この事例 において京都市はシステムの共

同開発に参加 しておらず、現在 も汎用機を中心と

するシステムを利用 している87)。その理由として

83)地 域 自治情報化推進フェア2009に おいて(株)ケ
ーケーシー情報システムが作成したプレゼ ンテー

ション用資料 「ベンダーパ ッケージを利用した 「京

都府市町村基幹業務支援システム』の全容 とパッ

ケージ適用戦略について」を参考にした。

84)「 日経BPガ バ メントテクノロジー2006年 春号』,

P29
85)京 都 府地方税機構 ホー ムペ ー ジhttp:〃ww靴

zeimukyodokajplgaiyo/keii!index.htm1(2010

年1月11日 閲覧)

86)『 月刊LASDEC』(2007)vo137,nα9,p14

87)「 高度情報化推進のための京都市行動計画～e一 京

都21～(2009版)」 によると、大型汎用コンピュ
ータ関連システムの適正化を行うとしている。



は、京都市は政令市であるため他の市町村 と業務

内容が異なることや、京都市の人口規模が他の市

町村 と異なるために同 じシステムの運用が現実的

でないことが考えられる。こうしたことを考える

とシステムのすべての分野で市町村が共同化を進

めてい くのではな く、必要に応 じて提携 してい く

部分連合のかたちが現実的であると思われる。

第3節 市川市の調達 ガイ ドライン

市川市が中心 となって行われた共同研究 働では、

ITシ ステムの調達が失敗する要因として①あいま

いな調達仕様②基本的な事項の丸投げ③あいまい

な評価 ・検証の3点 に集約されることが明らかに

なっている。市川市では、そ うした問題点を解決

するためにシステム調達の指針 となる 「情報シス

テム調達に関わるガイドライン」を策定した89)。

「情報 システム調達に関わるガイドライン」とは、

以下に示す システム調達のそれぞれのプロセスに

おいて、だれが関わ り、どの ように進めるかを定

義 した ものである。

①業務部門による調達企画書の作成

②行政経営会議で調達を承認する決定

③RFI(情 報提供依頼書)に よる情報収集を踏

まえて調達計画書を策定

④財政当局 との予算化の折衝及び市長へのプレ

ゼ ンテーションと査定

⑤予調達計画書が承認されると調達方式の決定

IT部 門が関与す るのは、調達企画書支援、RFI

支援、基本計画書支援などである。ここでRFIと は、

業務部門か ら業務のシステム化について求めてい

ることをIT企 業側に投げかけ、その求めに対して

IT企 業が提供できるシステムの現状について情報

を収集することである。それぞれのプロセスにお

いて 「情報管理担 当が調達専門員を交えて原課の

担当者とも議論 し、どのようなシステムを考えて、

http〃www.citykyoto」gjp'sogolcmsfilesたonten

ts/0000061メ61101!2009keikaku.pdf(2010年1月

17日 閲 覧)

88)2006年 に(財)地 方 自治 情 報 セ ン タ ー と18市 町

村 で 行 わ れ た 共 同 研 究 「電 子 自 治 体 の ケ ー ス ス タ

デ ィ ー成 功 事 例 ・失 敗 事 例 の 本 質 的 要 因 を探 る 一」

89)こ の 節 は 、r月 刊LASDECj(2007)vol37,no.7,

p4-8及 びr日 経BPガ バ メ ン トテ ク ノ ロ ジー2006

年 春 号』。p71を 参 考 に した。

どのような効果を狙っているのか、ということか

ら始 まって、一つ一つ確認 しなが ら先 に進む体

制90）」が構築されている。また、ここでは情報 シス

テム導入の適正 さを判断するために、IT業 界の経

験者で構成 される非常勤の調達専門員が重要な役

割を果たしている。また、調達計画書の策定にお

いてもRFIを 行ってIT企 業か らの公平な情報収

集を図ったことで 「要求要件の実現性が明らかに

なり、調達仕様 ・RFPの 策定に有益な情報を取得

できた９１）」という成果を上げている。

市川市の調達ガイ ドラインの取 り組みからもさ

まざまな示唆を受け取ることができる。IT部 門の

職員と業務部門の職員が議論 を繰 り返 しなが ら導

入するシステムについて検討 を進めていく枠組み

については、IT部 門と業務部門が非常に有意義な

関係性を構築していることの表れといえる。また、

調達専門員の採用は、専門性 を判断するための専

門性 を確保するために市役所外部の人材 を活用す

る取 り組みとして考えることができる。調達にあ

たってRFIを 積極的に活用 していることも非常に

興味深い。第1章 でも述べたように業務 システム

は常に進歩 している。そうした業務システムの現

状、すなわち機能や適正な価格を把握 していくこ

とは、自治体のIT部 門にとって現実的ではない。

RFIを 活用することで、それぞれのIT企 業が提供

する業務 システムの長所 ・短所や、金額の妥当性

について判断できる。 こうした取 り組みは、専門

性を判断する専門性 を確保するための方法の1つ

と考えることができるだろう。

さて、この章で紹介 した3つ の事例に共通 して

いることはシステムの要件や仕様の明確な定義を

重視 していることである。 システムの在 り方を明

確に定義することは、現場で行われている実際の

業務を使いやすいかたちでシステムに取 り入れる

ことである。これ らの事例では、業務について一

番よく分かっている業務部門の意向を、業務改善

も踏まえながら反映 させる仕組みを作っている。
一般に業務部門の職員はシステムについて詳 し

90)r月 刊LASDEC』(2007)vo1,37,nα7,p6

91)r日 経BPガ バ メ ン トテ ク ノ ロ ジー2006年 春 号』,

P71
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くないため、業務部門が主体 となってシステムを

開発する場合には、 システムの細部についてIT企

業に任せがちであるといわれる。いわば 「システ

ムのことはよく分か らない し、何でもいいから動

くように してよ」 といった態度をとりがちだ。 し

か し、仕様が不明確であるために、本来は不要な

機能をシステムに追加す ることや、本来の業務の

流れとは異なるシステムになってしまうことがあ

り、そのことが業務システムの開発や運用の金銭 ・

業務のコス トを増大 させてきた。

そのため、業務部門の職員が 「この業務 を実現

するためには、 こうい うプロセスが必要である。

だか ら、このようにシステムに反映させてほしい」

と考えた内容をIT企 業に明確に伝えてシステムを

開発する必要がある。こうしたIT企 業と業務部門

のコミュニケーシ ョンのプロセスが重要な役割を

果たしていることも、これらの事例に共通してい

る。

第4章IT部 門への提案

第1節IT部 門 と業務部門のサポー ト協定

IT部 門と業務部門の関係性については、両者が

「サポー ト協定」を結ぶことを考えてみたい。ここ

では、IT企 業へ外部委託する際に用いられるSLA

(サ ー ビス 水 準 合 意:定 義 書Service　 Level

Agreement)と いう手法を参考にしてみる。SLA

とは 「ITサービスの提供者 と委託者との間で、IT

サー ビスの契約を締結する際に、提供するサービ

スの範囲 ・内容及び前提 となる諸事項を踏 まえた

上で、サービスの品質に対す る要求水準を規定す

るとともに、規定 した内容が適正に実現されるた

めの運営 ルールを両者の合意 として明文化 したも

の」と定義 されている92)。SLAは システムの尊入・

運用保守、それぞれのプロセスで締結することが

可能であ り、「ITサー ビスの概要やサービス提供

にかかわる役割 ・責任分担、サービスレベル目標、

目標未達成時の対応などが、合意事項 として取 り

92)独 立 行 政 法 人 情 報 処 理 推 進 機 構 「情 報 シ ス テ ム に

係 る政 府 調 達 へ のSLIAガ イ ドラ イ ン」(2004年)

http:〃www.meti.gojp匠policylit白policyltyoutatu1

81a-guideline.pdf(2010年1月11日 閲 覧)
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まとめられ93)」ている。

例えば、IT企 業 と業務部門が業務システムの運

用保守においてSＬＡ を締結すると、システムの ト

ラブルが発生 してか ら解決するまでにかかる時間

や、業務の処理や帳票出力までに必要 な時間など

を事前に定めてお く。そ して、その達成率 を確認

して当初の基準が満たされていない場合には、基

準の見直しやIT企 業側へのペナルティなど、シス

テムの事後評価に用いられるものである。

SLAに ついては、サービスレベルの向上、サー

ビス水準の統一化、サービスが提供 されない場合

の保険になることなど導入についてメリッ トがあ

る一方で、管理するための事務や コス トの増加、

外部業者への参入障壁 となるなどの問題が指摘 さ

れている94)。また、SLAに 定義されていないことを

IT企 業に依頼する際には、別途コス トが発生する

ことになるだろう。ただ、こうした問題点 を踏 ま

えても、IT企 業 とシステムの利用者が明確にシス

テムの在 り方について定義し、「それぞれの事情を

正確に理解し協力し合える関係を構築９５）」すること

の意味は大きい。

そこで、通常はIT企 業 とユーザーの間で結ぶ

SLAに 類似 したサポー ト協 定を、業務部門とIT

部門との間で結ぶことを考えてみたい。このサポ
ー ト協定は、汎用機のシステムとCISシ ステムは

それぞれ別々の考え方で協定 を結ぶ必要があるだ

ろう。

・汎用機のシステムのサポー ト協定

現在、汎用機のシステムを活用 している業務部

門とIT部 門が締結することになる。汎用機システ

ムについて、処理の実行スケジュール、帳票の作成、

トラブル対応などについて業務部門とIT部 門の役

割と責任をそれぞれ明確 に定義する。そ して、そ

の達成度合いについて定期的に評価 を行っていく。

また、業務におけるシステムの問題点 とその改善

93)野 村 総 合研 究 所 シ ス テ ム コ ンサ ル テ ィ ン グ事 業 本

部(2008)『IT几 入 門ITサ ー ビ スマ ネ ジ メ ン ト

の 仕 組 み と活 用 』,P91

94)総 務 省 「自治 体CIO育 成研 修SLAの 考 え 方」

(2010年1月11日 閲 覧)

http:〃www.soumu.go.jpllnain _808iki冗joho_

tsu8in/toP/10cal _supPort/pd∬cioLtexq8Lt_18.pdf

95)前 掲 注93).p97



について業務部門とIT部 門が議論を行う定例的な

会議 を設ける必要があるだろう。汎用機のシステ

ムは複数の業務部門が、同時に活用しているため、

それぞれの部門ごとに締結 される協定の内容につ

いては調整が求め られる。その際には関係する業

務部門とIT部 門が必要に応 じてミーティングを行

う。 また、特 に汎用機については、システムの存

在その ものを考える取 り組み も必要であると思わ

れる。

・C/Sシ ステムのサポー ト協定

C/Sシ ステムを運用 している、あるいは運用す

ることを検討 している業務部門とIT部 門が締結す

ることになる。C/Sシ ステムの企画、開発、運用 ・

保守するプロセスについては、IT部 門は業務部門

とIT企 業のコーディネー ターの役割を務めること

となる。これは、第2章 において業務部門からIT

部門に対する要望があった役割で もあるし、実際

に第3章 で紹介 した市川市のシステム調達のプ回

セスでIT部 門が業務部門に対 して助言を行 うな

ど、取 り組みが進め られている役割でもある。

なお、サポー ト協定はある程度柔軟に運用する

必要がある。急な制度改正 などへの対応が求めら

れることもあるし、住民サー ビスを維持するため

に協定の範囲 を超えたシステム運用が必要 となる

場合もあるだろう。そのため、 この協定は一定の

期間をおいて事後評価を行い、見直 しを含めた検

討を行ってい く必要があると考える。

第2節 専門性を判断する専門性を確保するため

に

第1節 で示 したサポー ト協定を結び、IT部 門が

業務部門を支援する役割を果たすためには、IT部

門にITシ ステムに関わる専門的な知識を持つこと

が求められることになる。 しか し、IT部 門が常に

システムを開発で きる技術水準 を確保することは

現実的ではない。IT部 門に必要 とされているのは、

IT企 業 との関わ りにおいて 「専門性を判断する専

門性」を確保することである。

このような 「専門性 を判断する専門性」を確保

するためには何が必要 となるのだろうか。筆者の

私見では、ITシ ステムに関する知識や経験 を集積

して、業務部門やIT企 業と円滑にコミュニケーシ

ヨンをとり、そしてITシ ステムに必要なコス トと

メリッ ト・デメリッ トを比較衡量 して判断するこ

とであると思われる。そこで、この節では 「専門

性を判断する専門性」の前提 となるITシ ステムに

関する知識や経験の集積について考えてみたい。

第2章 の「IT部門職員か ら見た問題点」において、

ドキュメン トの散逸やベテラ ン職員に依存 してい

る問題点が指摘 されている。奈良市が汎用機の業

務システムを構築 した当時は、IT部 門と業務部門

が業務の詳細について打ち合わせ を重ねて事務 フ

ローや業務 スケジュールなどをは じめとする綿密

な仕様書が作成されていた。 しか し、現在こうし

た仕様書は情報政策課の倉庫に眠っていて、す ぐ

に参照できる状態になっていない し、その情報は

古いままである。また、このように ドキュメント

が散逸 していることもあ り、職員の頭の中にマニ

ュアルがある状態、すなわちベテラン職員に依存

して知識や経験の共有化が図 られていない現状が

ある。誰 もが必要な時に引 き出せてこそ活用でき

る知識 といえる し、制度や運用などの変更に伴っ

て常に現在の状態を保ってこそ生 きた知識 といえ

る。また、組織においては知識が特定個人に属す

るのではなく、組織 として保持 し、継承 してい く

必要がある。職員個人が持つ知識や経験 を組織が

所有する知識や経験 として昇華 して、誰もが利用

可能なナレッジ ・マネジメン トを行う情報システ

ムが必要となるのではないだろうか。

たとえば、業務 システムの導入における知識や

経験の集積について考えてみたい。 もちろん、長

崎県や市川市のように明文化 され、平準化された

ITシ ステムを導入する仕組みを作ることは必要で

あると思われる。その上で、このようなナレッジ・

マネジメン トの情報 システムがあれば、より効率

的に知識や経験 を集積することが可能となるだろ

う。白石(2003)は 、大規模組織では密なコミュ

ニケーションが成立 していないことから情報 シス

テムを活用 してナ レッジを共有共用することが重

要であるとしている96)。

業務部門が業務システムの導入について何度も

関わることはない。むしろ何度 もシステムを導入

96)白 石弘幸(2003)『 組織ナレッジと情報一 メタナレ

ッジによるダイナ ミクスー」千倉轡房.pl39-140
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する必要があることは何 らかの問題の発生を意味

している。 しか し、IT部 門は業務部門をサポー ト

する立場 としてシステムの導入に何度 も関わるこ

とができる。これは、システムの導入だけではなく、

運用や保守などITシ ステムに関わるさまざまなプ

ロセスにおいて も同 じである。複数のケースを経

験 し、しか も個人ではなく、組織 として知識や経

験 を集積することが重要である。

さて、このようにITに 関わる知識や経験を集積

する試みは、1つ の自治体だけではなく複数の自

治体で取 り組む方がより効果的である。そのため、

この試みを推 し進めていくと複数の市町村が共同

してITに 関する広域連合を結成することも視野に

入ってくるだろう。歴史的にも自治体が最初にIT

システムを導入 した時にはシステムを市町村で共

同利用 していた事例も多い97)。この広域連合にはオ

ブザーバーとして、地元のIT企 業やIT支 援活動

を行 うNPOが 参加 してITの 知識集積のサポー ト

をしてもよい。もちろん、最初か ら京都府のよう

に市町村で共同してシステムを開発することを目

的 として広域連合を結成する方法 もある。しかし、

各自治体のもつITに 関する知識や経験を集約する

ことは比較的容易であるし、このプロセスを踏ん

でお くことが将来的に共同でシステムを開発する

場合にも有益 となると考えられる。

この広域連合においてナ レッジ ・マネジメン ト

システムによる知識と経験の集約 を続けてい くこ

とで、いずれはIT企 業や、IT企 業が開発 してい

るITシ ステムの評価を行うことも可能 となるだろ

う。「あのIT企 業は教育分野の業務システムは優

れているが、福祉分野の業務システムは使い勝手

が良 くない」などのように評価がなされ、それに

対 してIT企 業が評価の改善を試みるようになるか

もしれない。 この水準まで到達するのはかな り困

難であろうが、これが 「専門性を判断する専門性」

の一つの完成 した形ではないかと思われる。

97)1969年 設立の(財)鳥 取県情報センター、1970年

設 立の(財)岐 阜県市 町村行政情報セ ンター、

1977年 設立の(社)岡 山中央総合情報公社などが

ある。島田達巳(2007>「 自治体における情報シス

テムのアウ トソーシングとコラボレーション」「都

市問題研究』VbL59,N(L10,plO
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終章 共に前を向いて進むために

さて、ここまで執筆 しておいて肩すか しになる

かもしれないが、もともと筆者は自治体のITシ ス

テムに関 して論文を書 く予定ではなかった。それ

は、今か ら思うと 「自治体のITシ ステムの問題は、

自分一人の力ではどうしようもないから考えても

仕方がない」 という諦めがあったからか もしれな

い。この諦めの気持ちは、ある意味でIT部 門の職

員に共通 しているところがあ り、さまざまな自治

体でITシ ステムの問題を先送りにしてきた要因の
一つになっているのではないだろうか。 しか し、

筆者は修士課程で学ぶ中で自分が本当に取 り組み

たいのは所属す る情報政策課の課題であり、業務

システムの問題であることに気がついた。そこで、

奈良市において業務システムが抱えている問題に

ついて、多 くの職員の方 々の力を借 りて整理、集

約を行い、自分な りに解決策を考えた結果が本論

文である。

この論文では、自治体のITシ ステムの概要を説

明した上で、業務部門の職員とIT部 門の職員それ

ぞれか ら見た問題点を明 らかにした。その上で、

先進的な事例とその特色を紹介 し、 自治体のITシ

ステムが抱えている問題点についてIT部 門の側か

ら改善する私案の提案を試みた。その私案におい

てIT部 門はITに ついての 「専門性 を判断する専

門性」を確保するとともに、ITシ ステムにおける

「IT部門 と業務部門の関係性」を構築 して業務部

門の要望を吸い上げ、業務部門とIT企 業をコーデ

ィネー トしてい くことを役割 としている。 自治体

のITシ ステムは本論文で取 り上げた以外にも様々

な複雑な問題を抱 えてお り、 ここで提案す る私案

が実現すれば全ての問題が解決するとい うもので

はない。 しか し、 この2つ の取 り組みを地道に繰

り返して知識と経験 を積み重ね、業務部門とIT部

門の信頼を醸成 していくことが問題 を解決する糸

口になると筆者は強く信 じている。

特に、業務部門 ・IT部 門それぞれの職員から自

治体システムについて、ヒアリングやワークショ

ップを通して数 々の前向きな提言をいただいたこ

とに深 く感謝す るととともに、非常に心強く感 じ



るところである。いわば、この論文の執筆その も

のが 「IT部 門と業務部門のコミュニケーション」

であるとともに、「専門性を判断する専門性」を確

保する取 り組みの第一歩になったのではないだろ

うか。序章では 「情報政策課解体論 と現場の迷走」

とい うタイ トルにある通 り、IT部 門と業務部門が

抱えているシステムの運用についてネガティブな

状況を紹介 した。 しか し、筆者を含めIT部 門の職

員は業務部門の職員 と信頼関係を構築 しなが ら業

務に取 り組 んでいることは確かである。そ して、

終章においてはIT部 門と業務部門が手を携えて、

自治体における住民サービスの充実という共通の

目的を実現するために前進 していく可能性 を見出

すことができたように思う。

最後にこの論文で議論で きなかった視点を指摘

して、今後の課題 としたい。 まず、本論文におい

ては自治体のIT部 門と業務部門の関わりを中心に

議論を進めてきた。 しか し、実際にITシ ステムを

提供する側のIT企 業が置かれている状況や、自治

体をは じめとする行政領域へのシステム構築につ

いてIT企 業側の考えについては考察がで きなかっ

た。また、自治体のIT化 はあ くまで住民のためで

あるにも関わらず、「基幹系の情報システムの多 く

は、直接的に住民の 目に触れることはな く、行政

システムの効率化 を図ることによって間接的に行

政サービスの向上を目指 して きた98)」状況がある。

しか し、システムを構築する目的が住民サービス

の向上であ り、 また業務の効率化による行政運営

であるとすれば、自治体の システムについて も住

民が評価す る仕組みが必要になって くると思われ

る。 このような住民 との関わ りについても、本論

文においては言及 していない ところである。この

ように、自治体内部のIT部 門と業務部門の関係性

に加えて、自治体外部の住民やIT企 業 との関係性

を議論することで、より包括的に自治体のシステ

ムの在 り方についての議論がで きるだろう。そ し

て、こうした論点 を考える上では本論文において

考察したことが1つ の起点となると考えている。

98)松 井啓之(2004)「 地方自治体における情報化の失

敗に関する事例分析」「組織科学』.Vo1.38,No2,

P59
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